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巻 頭 言

「バンドーテクニカルレポート」第14号刊行に当たって

常務執行役員 松 岡 宏

平素は当社の製品 技術 サービスを御愛顧いただき誠にありがとうございます。
さて、昨年9月 にlle山首相は、国連気候変動サミットにおいて、「2020年 に、温室効果ガスを199o年比で25%削

減するJと 表ulIさ れました。この温暖化ガス低減の活動は、企業活動においても中心となる課題であります。当社と

しては、これらの課題に少しでも寄与できるように、2004年度より取り組んできました「環境、省エネ、クリーン、

コンパクト」をテーマに開発した製品をお客様へ提供させていただく活動を、よリー層強化し推進してまいります。

当活動を強化しllE進 していくためには、ものづくりの現場における5R(Rcducc,Rcusc、 Rccydc,Rcfllsc,Rcturn)の

視点で抜本的な見直しを通じ、産業廃棄物の大幅な低減、カーボンオフセットを実現する植物 天然由来材料の導入、

技術革新を通じた環境にやさしく、省エネルギーを実現する技術開発 製品開発が重要であると考えます。
今回、このような取り細みの一環をごTL」介する研究論文や技術資料を掲載させていただいております。是非これら

をご高覧頂き、ご意見ご助言等賜われば幸甚に存じます。

Foreword

On the 14thissue ofthe Bando Technical RepOrt

As al、 vays,I、vould likc to exprcss my sinccrc gratitude for your patronage of Bando's products,technology and

scrviccs

ln Septembcr last year at thc UN Climatc Changc Summit,P‖ me Ministcr Hatoyama announced Japan's

intention to cutits grccnhousc gas effcct to 1990 1cvcls by the year 2020  Bando has been making contributions

and tackling thcse issucs sincc flsca1 2004, with product dcvclopmcnt thcmcd on ``thc cnvilonmcnt, cncrgy

conscrvation,clean and compact''for our customcrs

To strcngthen thc promOtion of thcse activitics,drastic rcvisions have taken placc on thc factory floor lcading to

signiflcant waste rcduction due t0 5R activitics(Reducc,Rcusc,Rccycle,Rcftlsc,Rcturn) Also,technological

innovations havc lcd to important calbon offsets, such as thc use of natural and plant― derived matcrials, in thc

dcvclopmcnt and introduction of cnvironmentally― friendly and cncrgy‐ saving products

Thc rcscarch papcrs and tcchnical data prcsentcd hcre ane in palt rclatcd to thcsc issucs  l would wclcomc your

commcnts and opinions once you havc had an Opportunity tO rcvicw thc matcrial

ね啜な
Hiroshi Matsuoka

Scnior Exccutivc Offlccr

BANDO TECHNICAL REPORT N0 14′ 2010



研究論文

高負荷対応 Vリ ブドベル トの開発

Deveiopment of New V‐ ribbed Beit with High Load Capacity

中嶋 栄二郎 *1
EJiro NAKASHIMA

As for rcccnt automobilc engines, load Of power transmission bclts tends to incrcasc 、vith luxurization of

vchiclcs As a rcsult,wider V jbbcd belts bccOme ncccssary to match thc highcr load,、 vhich causcs incrcasc in

thc cnginc size in thc crank axial dircction

On the othcr hand,social nccds for rcduction of C02 CmiSSion give● sc to nccds for higher po、 ver transmission

cfflciency and lighter、 veight of vehicles  MOreOvet in■ provement of collision safcty needs additional spacc in

vehiclcs  Achievemcnt of a VLribbCd bclt、 vhich can transmit highcr load、 vidl narro、vcr belt width is onc of thc

solutions to thc needs for thc rcduction of thc enginc size

ln this papel.、vc intrOduce a dcvclopment of a V ribbed belt with highcr load capacity,、 vhich can rcducc thc

、vidth ofthc bclt by 33 pcrccnt comparcd to cOnventional VLribbed belts

1緒 言

近年の自動車エンジンは、車両のラグジュアリー化

等にともない、補機 (エ アコン、オルタネータ等)の
負荷が増大する傾向にある。それに伴い補機駆動に用

いられるVリ ブドベル トの負荷が増大し、使用される
ベル トの幅を増やさなければならなくなり、エンジン

の幅、すなわちクランク軸方向の全長の増大を伴うの

で、補機ベル トシステムの搭載性の悪化に繋がる。

一方、C02削減など環境対応が重要な社会テーマで

ある昨今、燃費改善を目的とした動力系の効率向上、車

両の小型化 軽量化や衝突安全1生確保のためのコンパ
クト化 (省スペース)と いうニーズが急速に高まって
きている。

このコンパクト化 (省スペース)の ニーズに応える
ため、補機負荷が増大しても従来と同等のベルト幅 (ベ

ル トリブ数)で使用できるベルト、さらに望ましくは、
ベルト幅 (ベ ルトリブ数)を低減できる自動車向け補
機駆動用ベル トの開発が必要となってきた。

2 日標水準と改良点

21 目標水準
本開発に関する目標水準として、従来のベルト幅

(ベルトリブ数)と 同等の寿命を有しつつ、従来品に比
べ約2/3の 幅狭化を目標に開発に取り組んだ (図 1)。具

*1伝
動技術研究所

体的には現行品であれば、一リブ当たりの最大許容張

力の限界は235Nで あるが、その 15倍の許容張力であ
る一リブ当たり350Nで あつても従来品同等の寿命を目

指した。本論文では、一リブ当たりの張力の単位とし

て (Nハb)を以後用いる。

現行品

許容張力235N″ ib

目標
高負荷仕様品
許容張力350N/“b

図 1 高負荷仕様品の開発目標

22改 良点
今回の変化点は、リブ数低減によるリブ当たりの張

力上昇であり、それに伴う本課題の解決に対する重要

改良点として、①摩耗性能改良リブゴムの開発、②ミ
スアライメントによるベルト異音性能の維持、③心線
飛び出し性能向上、の三つを選定した。

3 リブゴムの摩耗性改良

31 リブゴムの摩耗性改良が必要な理由
今回の目的であるリブ数低減 (ベ ルト幅狭化)に よ

り、単位リブ当たりのベルト張力が上がるため面圧大

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
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となる。その結果、伝動面であるベル トリブ面の摩耗

が大きくなるため、リブゴムの摩耗性能を上げる必要

がある。ただし、その他の性能として、耐熱1■、耐寒

性、異音性能維持を加味しながらの改良が前提となる

と考えた。

32摩 耗性能改良リブゴムのポリマー選定
現行のEPDM仕様ベルトのリブゴムには、ポリマー
Aを 用いた配合No lを 用いている。今回、摩耗性を改
良するために、摩耗性の良い新たなポリマーBを選定
したが、一方、ポリマーBは耐寒性能が劣る方向であ
る。そのため、摩耗性能が良いポリマーBと 、現行ポ

リマーAと の混合により、耐寒性能を維持 しながら摩
耗性能向上を狙つた新配合 N02を 開発 した。

33 リブゴム配合比率のバランス調整 (摩耗性と低温
性の両立 )

新配合N02を 一次開発とし評価 した結果、摩耗性は

狙い通 り良好となったが、やはり低温性に問題がある

ことがわかった。そこで配合比率を再検討 していく中

で、低温性を維持 したまま摩耗性向上を可能にした新

配合 No 3の 開発に成功 した (図 2)。

低温性

図2低温性と摩耗性のイメージ図

34摩 耗性改良リブゴムの部材データ
図 3に、今回選定したポリマーBと 、現行リブゴム

ポリマーAの配合割合と摩耗率の関係を示した。ポリ
マーBの配合割合が増えるほどFF耗率が低下する (摩
耗性が良くなる)傾向があり、その関係は、ほぼ線形
であることがわかる。

図 4に は、同じく今回選定したポリマーBと 、現行
リブゴムポリマーAの配合割合と脆化温度の関係を示
した。ポリマーBの配合割合が増えるほど脆化温度が
上がる (低温1生能が悪くなる)傾向があるが、その関
係は線形ではなく、量が多いポリマーの影響を受けや

すい関係にある。これについては海島構造の海の部分

のポリマーに脆化温度は支配されるものと考えた。低

温時、海島構造の島相で転移が起こリガラス状態に

なっても海相がゴム状態であれば衝撃を吸収すること

が可能であると考えられる。今回は耐寒性に優れたポ

リマーAを海‖1に制御することで (従来ポリマーAの )
耐寒性を維持したまま耐摩耗性のような総合的な性能

を改良することが可能になった。

ここで海島構造とは、複数の成分を含む高分子の相

状態の一つで、主に二成分系の相状態で見られる構造

であり、例えばAと いう成分とBと いう成分を混合し
た場合、その二つのなじみがあまりよくない物質であ

る場合、外観は混合したようであっても、分子的には

混合しないため、二成分のうち、少ない方の成分が海

の中の島のように散らばる状態を言う。

ポリマーBの害1合 (%)

図3 ポリマーBの害J合 と摩耗率の関係

20         40         60         80         1oo

ポリマー Bの割合 (°/・ )

ポリマー Bの割合と脆化温度の関係

従来配合    一次配合   新規開発配合
Nol         No2        No3

図 5配 合による脆化温度比較
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結果、新規配合No 3に て、摩耗性能を向上しつつ、

従来配合リブゴムNolと 同等の脆化温度特性を示すゴ

ムの開発に成功した (図 5)。

35摩 耗性能改良の結果
図 6に、ベルト走行試験による摩耗試験結果 (ベル

トリブ数とリブ当たり摩耗量の関係)を示した。評価

条件およびレイアウト概要を同図 6中に示した。

現行品はリブ数を変量したデータを示しているが、

リブ数が増えるほどリブ当たりに加わる面圧が軽減す

るため、リブ当たり摩耗量は減少する結果となった。ま

たリブ数増加に対して直線的に減少する結果となった。

高負荷仕様の 4リ ブ評価結果は現行品の 6リ ブ評価結

果と同等の結果であり、高負荷仕様は、2/3幅であって

も従来品と同等の摩耗性能であることがわかる。

36耐 寒クラック性能の評価結果
図 7にベルト走行試験による耐寒耐久試験結果、評

価条件および評価レイアウトを示した。

現行品に比べて、高負荷仕様は耐寒クラック性能が

良い結果となっている。耐寒クラツク性能が良くなっ

た理由は、リブゴム単体の低温性能維持効果に加えて、

ベルト総厚み43mm⇒40mmへ薄厚化したことによる

リブゴム歪低減による効果と考える。

4異 音性能の維持

41 異音性能改良リブゴムの検討
異音性能に関しては、ポリマーBの異音性能が劣る

ことがわかっており、異音低減に効果のある摺動樹脂

を配合させることで、異音性能維持を成功させた。

¨
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図 6

5         6         7

リブ数  PK

2軸摩耗試験による摩耗試験結果

高負荷仕様

図7耐寒耐久試験結果
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42異 音性能評価方法
図 8に ミスアライメント異音性能評価方法のイメー

ジ図を示した。

レイアウト中の一つのアイドラプーリNo lを 右方向

に傾けることで、次のリブプーリヘのベル ト進入角度

(ミ スアライメント)を 一定量に調整した後、規定時間

の走行耐久にてベル ト表面状態を劣化させた後、再度

アイドラプーリNo lの 角度を変量して、異音発生性能

(異音タフネス性能)の評価を聴感判定で実施した。聴

感判定は耳の感覚にて異音レベル 0～ 3の 4段階のレ
ベルで判断した。

アイドラ _
プーリ
No l

…リブ
プーリ

図 8異 音評価方法のイメージ図

43異 音性能改良リブコムの評価結果
図 9に ミスアライメント角度と異音レベルの関係を

示した。

音レベル 1に て異音発生のミスアライメント角度を

判断すると、現行品は 08°、高負荷仕様は 2°という
結果であり、異音性能に問題ないことが判明した。異

音性能が良くなった理由は、摩耗性能向上によリミス

アライメントによるリブ側面の劣化性能も向上したた

め、同じ劣化時間であれば現行品に比べて、劣化状態

が進行しないことが考えられる。また、リブ数違いの

データも示 したが、高負荷仕様は 7リ ブでも4リ ブで

も2°付近と良い結果であり、4リ ブでも異音性能が良

い理由は、リブ当たりの面圧が上がる反面、ベル ト岡リ

性が低下することにより、 ミスアライメントによるリ
ブ側面への押し付け力が低下するので、リブ側面の劣

化が進行しにくいことが考えられることと、異音発生

に影響する面積が小さいことが考えられる。

5 心線飛び出 し性能の改良

51 心線飛び出し現象とは
図10に Vリ ブドベル トの′亡、線飛び出し現象の略図を

示した。

vリ ブドベル ト′さ線はベルト内部に、らせん状に埋

図10Vリ ブドベル トの心線飛び出しの略図

-0-現 行品 7リ ブ
ー●――高負荷仕様 7リ ブ
―‐ ―高負荷仕様 4リ ブ

ミ
て
さ
枷

1       15       2       25      3

ミスアライメント角度 (° )

図 9 ミスアライメン ト角度 と異音 レベルの関係

使用張力を上げて

いくと、心線がベ

ル ト側面から飛び

出し、ベル ト破壊

に至る。
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設されており、ベルト幅カット時に、必ず′らヽ線端がベ

ルト側面に露出する構造となる。使用張力を上げてい

くと、ベルト側面に露出した′さ線端から′ら線が飛び出

し、ベルト破壊に至る。

現行品の使用限界張力である235N/五b以上にて現行

品の心線が飛び出す走行試験条件を見極めたうえ、高

負荷仕様品は15倍の350N″ib以下であれば、′亡、線が飛

び出さないことを目標と考えた。試験条件に関しては

試験結果の項で述べる。

52動 力伝達経路と心線飛び出し改良点
図11に Vリ ブドベルトの動力伝達経路の説明図 (2

軸伝動を例にした簡易的な説明図)を示した。動力伝
達の順序は、①駆動プーリ⇒②駆動プーリ上のリブゴ

ム⇒③駆動プーリ上の接着ゴムコЭ心線⇒⑤従動プー

り上の接着ゴム⇒⑥従動プーリ上のリブゴム⇒⑦従動

プーリとなる。従来の接着ゴムは、リブゴムや心線と

比べると弾性率が低く、過張力となった場合に、接着

ゴムに剪断変形が集中し、接着ゴムと′さ線との界面で

剥離し、心線が飛び出すと考え、接着ゴムの高弾性化

を検討した。

53接 着ゴム改良⇒接着ゴムなしヘ
心線下部に高弾性率の接着ゴムを配置することで目

標達成に至ったが、ベルト構成部材の機能展開から考

えて、接着ゴムをなくして弾性率の高いリブゴムと,ら

線を直接接着させても同等の性能が得られるのではな

いか、との着想から最終的には,亡、線下部の接着ゴムを

廃上し、リブゴムにその機能を付与した構造を検討し

た。

汚区動プーリ   1  従動プーリ
Vリ フ∧υレト

○○○○○○○ ○○○○○○○

図 1l Vリ ブドベル トの動力伝達経路の説明図

(2軸伝動を例にした簡易的な説明図)

図 12Vリ ブドベル トの心線下部の接着ゴム層省略の略図
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図12に、Vリ ブドベルトの心線下部の接着ゴム層を

省略した略図を示した。

図13に 、現行品に於ける心線下部の接着ゴム有無に

よる心線飛び出し耐久性能比較図を示した。従来の心

線下部の接着ゴム層ありの構造に比べて、心線下部の

接着ゴム層なしの構造のほうが、心線飛び出しに至る

までの時間が長く、改善されているのがわかる。

54ア ラミド心線の採用
図14に、Vリ ブドベルトの断面構造略図を示した。
アラミド′ふ線採用によリベルトを高弾性率化させる

ことで、過張力時のベルト伸び変形を減少させ、心線

接着面の変形を抑えて心線飛び出し性能向上を狙った。

また、アラミド心線採用により同等以上の弾性率、お

よび引張強度を保持したまま′さ線の細径化が可能と

なったことでベルトの総厚みも減少し、屈曲によるリ

ブゴムの耐クラック性能向上につなげた。

55心 線飛び出し性能改良結果
図15に耐熱逆曲げ負荷耐久試験結果を示した。評価

条件および評価レイアウトを同図15中に示した。

評価レイアウト条件に関しては、現行品が235N/nb

以上で心線飛び出しする評価条件を設定した。高負荷

仕様は最大張力 359N/1■bで も心線飛び出ししないこと

が確認されたため、現行品の15倍の張力条件であつて

も現行品同等の心線飛び出し性能であることがわかる。

その他の重要特性の一つとして、耐熱クラック性能

があるが、図15の走行条件は耐熱走行試験でもあるた

め、リブゴムクラック性も評価が可能である。現行品、

高負荷仕様の何れも狙いの最大張力時のクラック性能

は150～ 200時間であり、同等のクラツク性能であるこ

とを確認した。

6結 論

61 技術の成果
高負荷対応リブゴムの開発

2種の異なるEPDMポ リマーのブレンド比の最適化
による海島構造の制御により、耐寒性と耐摩耗性の両

立が可能となった。

DR φ12α4900,m
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現行品
(心線下接着ゴムあり)

現行品ベース
心線下接着ゴムなし

図13現行品における心線下部の接着ゴム有無による心線飛び出し耐久性能比較図

高負荷仕様品

図 14Vリ ブ ドベル トの断面構造略図

帆布 :綿 。合成繊維混紡

②接着ゴム :EPDM

①背面 :綿・合成繊維混紡

②接着ゴム :EPDM

心線 :アラミド

④ リブゴム :

現行品
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耐熱クラック耐久結果
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心線下部接着ゴム構造の改良

心線下接着ゴムを、弾性率が高いリブゴムで代用さ

せることで、過張力時の心線飛び出し性能を向上させ

た。

62製 品の成果
現行品のν3幅にて使用可能な高負荷仕様 Vリ ブド

ベル トの開発、量産に成功 した。本ベルトの採用によっ

て、以下の利点が生 じる。

利点① ベルト駆動システムのコンパクト化
従来6リ ブ必要であったものを4リ ブで駆動した場

合、約7mmの省スペース化が見込まれる。また搭載ス

図 15耐熱逆曲げ負荷耐久試験結果

中嶋 栄二郎
Euiro NAKASHIMA

1988年 入社
伝動技術研究所

ペースが限られている車両で従来ベルトではベルト幅

が広くなりすぎ搭載が出来ない時、高負荷仕様にて搭

載可能となる可能性がある。

利′点② ベルト駆動システムの軽量化
各プーリを含め、500～ 1,200ゴ台の軽量化 (当社試

算)が可能となる。

今後、環境対策と省エネを目指した自動車開発が進

み、車両の小型化 軽量化技術が必要とされると予想
されるため、ますます本製品の需要が増えるものと考

える。Vリ ブドベルトの更なる高効率化とコンパクト

化の調査 製品開発を実施していく必要がある。
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平原 英俊 *2

Hideloshi HIRAHARA

1緒 言

亜鉛めっき鋼は亜鉛の犠牲防食作用により、広く使

用されている。ゴムと亜鉛の接着方法は、大別すれば

接着剤を用いる間接接着法と接着斉1を使用せずにゴム

中に接着付与剤を練 り込む直接接着法がある。

間接接着における環境安定性については、これまで

いくつかの研究がなされており、特に耐湿熱接着安定

性が問題とされている。湿熱劣化の初期には接着剤の

凝集破壊が生じ、その後亜鉛めっき層の腐食による亜

J●層の凝集破壊に破壊部分が移行することが報告され

ている1)。 また、亜鉛めっき層表面のアルミニウムと鉛

含量が高いほど耐湿熱安定性が劣 り
'、
通常、間接接着

法ではめっき表面の化成処理が施される。

直接接着における環境安定性に関する報告は真ちゅ

うめっき―コバル ト塩法について多数見られるが
35)、

亜鉛めっき法についての報告は見当たらない。真ちゅう

めっき―コバル ト塩法による接着において、熱的な老化

では界面化学物質に変化は認められないが、蒸気中の

老化では真ちゅうの脱亜鉛化と硫化速度の増大により

界面膜が成長する。酸素中の老化においても硫酸銅と

硫酸亜鉛からなる弱い界面層いわゆるウイークバウン

ダリーレイヤーが形成される。一方、塗料と亜鉛めっ

*1産
業資材事業部

*2 Dcpartmcnt of Apphcd Chcmistry,Iwatc Univcrsity,

Ucda Monoka o20-8551,Japan

大石 好行 *2

Yoshiyuki OISHI

成 田  榮 一
*2

Eiichi NARITA

き鋼板の接着界面では、促進暴露試験において亜鉛腐

食生成物 (亜鉛石けん)が生じることが報告されてい
る 3)。 また、真ちゅうメッキーコバル ト塩 HRH(ヘ キ
サメチレンテ トラミンーレゾルシンー水和シリカ)の併

用では、界面に形成されるレゾルシン樹脂層が湿熱劣

化における銅と亜鉛のマイグレーションを抑制し接着

耐久性を高めるとの報告もある。。

以上の情報から類推すれば、ゴムと亜鉛メッキの直

接接着は環境安定性に対 し高いタフネスを有するとは

考えられない。そこで本報ではまず界面に樹脂保護層を

形成しない亜鉛めっき―コバルト塩法による接着性能の

耐久性について評価 し、寿命予測の可能性についての

検討を加える。

2 実 験

21 材料および配合
被着体としては41mm径の亜鉛めっきスチールコー
ド(興国スチールワイヤ製)と めっき厚さが約25 μm総

厚 08 mmの 亜鉛メッキ鋼板を用いた。ゴム材料は、
Tablc lに示す有機酸コバル ト塩を添加したSBR/NRブ
レンド系の基本的な配合を使用した。有機酸コバル ト

塩としてはナフテン酸コバル ト (神東塗料製 )、 シリカ

は水和シリカ (東 ソー シリカ製)を使用 した。その

森 邦夫 *2

Kunio MORI

ゴム/亜鉛めっき鋼直接加硫接着系の環境安定性

Environmental Stability of Rubberノ Galvanized…steel Direct Bonding System

塩山 務 *1

Tsutomu SHIOYAMA

Thc adhesion stability of rubber/galvanizcd‐ steel direct bonding systcm was studicd undcr scvcral

cnvironmcntal conditions Following results wcrc obtained(1)Aging between plates of press machine heated with

steam accelertltes thc dcgradation of adhcsion about 1 0 times compared、 vith that in oven at thc same tcmpertturc

(2)Aging under relative humidity 95%or hot water immersion accelerates about 18 times compared with press

machine plates aging at thc same tempcraturc(3)Ncithcr ozonc aging nor wcathcr mctcr dcgradation¨ cclcratcs

so much as high humidity or hot water immcrsion (4)The depth Of rubbcr dctc■ oration was 8 mm by high

prcssurc oxygen tcst,3^-4 mm by high humidity tcst Or hot watcr immcrsion tcst,and 2 mm by hot oven test

(5)The aCtiVation energy calculatcd flom thc data obtained by press machinc platc aging was 107 kJ/mol

Key Words:RubbcL Galvanizcd― steel,Dircct Bonding,Environmcntal Stability
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Table l RubberformulaJon

Ingredients Amount(phr)

SBR1500

NR

Stearic acid 2

Zinc oxldc 5

Carbon black(HA)

Silica

Process oil 3

Antioxidant IPPD*1 1

Antioxidant TMDQ・ 2 1

Accclcrator CBS・ 3

Sulfllr 2

Cobalt naphthenate 2

｀
 A7Phenyl-7V'― isopropyl,_phenylenediamine

'2P。 lynerized 2.2,4-trimethyl-1,2-dihydioquinolinc

`3ぃ_cyclohexy1 2-benzothiazolylsultnamidc

他一般的なゴム材料であるSBR1500(JSR製 )、 ステア

リン酸 (日 本油脂製 )、 RSS#3の素練 り天然ゴム、酸化

亜鉛 (堺化学製)、 HAFカ ーボンブラック(三菱化学製)、

プロセスオイル (ジ ャパンエナジー製 )、 促進剤 N―

Cyclohcxy●2 benzothiazolykulfcnamidc(CBS、 大内新興

化学工業製 )、 硫黄 (鶴見化学工業製)を使用した。老

化防止剤はN Phcnyl N'isopropyl p phcnylcncdiaminc

CPPD、 住友化学製 )、 PolymcHzcd 2,2,4■Hmcthyl l,2

dihydroquinonnc(TMDQ、 大内新興化学工業製)を使
用した。

硫黄と促進斉1を 除く全配合剤を神戸製鋼製 BR型 イ
ンターナルミキサーにて混練 り後、冷却した 10イ ンチ

ロールにて硫黄と促進剤を添加 しコンパウンドを作成

した。 12時 間以上静置後、所定の厚みにシー ト出しを

行い接着試料を準備 した。

22接 着
亜鉛めっきステールコー ドは乾燥剤を封入して供給

されるものをそのまま使用し、亜鉛めっき鋼板は表面

研磨後 トルエンにて表面洗浄を行い直ちに被着体とし

て加硫接着に使用した。 幅 50 mm厚 さ35 mmの ゴム

シー ト2枚の間にコー ドを挟み込み、150℃ で30分間プ

レス加硫を行い、コー ドの 50 mmが埋め込まれた引き

抜き試験用試料を作成した。ゴムシートと亜鉛めっき鋼

板のはく離試験用試料は、厚さ4mmの ゴムシー トと亜
鉛めっき鋼板とを重ね合わせ、150℃ で 30分間プレス

加硫を行い作成した。両試料ともに冷去「した後、再びプ

レス加熱を150℃ で60分間行い、下記の物性試験用試

料と条件を合わせた。

ゴムの物性試験用試料は 150℃で30分間プレス加硫

にて 2 mmの加硫スラブを作成 した後、JIS 3号 ダンベ

ルが打ち抜けるサイズに切り出し端面を研磨した。その

スラブ8枚を重ね合わせ、周囲に8枚の総厚みよりlmm

厚い未加硫ゴムを置き金型中で 150℃ 、60分間プレス

加硫した。加硫後、加圧を維持 したまま急冷し、老化試

験用試料とした。

23老 化試験
コー ド引き抜き試験、はく離試験およびゴム物性試

験用試料をTablc 2の条件にて老化処理を行った。乾熱

老化はギヤオープン、湿熱老化は恒温恒湿槽、温水試

験は恒温水槽を使用した。 オゾン劣化試験、ウエザオ
メータ試験および加圧酸素熱老化試験はそれぞれJIs法

に準じた装置で実施した。加圧下熱老化試験はプレス熱

盤間で約 3%の圧縮をかけ実施 した。

24接 着破壊試験とゴム物性試験
コー ド引き抜き試験は室温で万能引つ張 り試験機を

用いて引き抜き速度 100 mn17111inで 実施した。はく離試

験はJIS K6256に より、ゴム引張特性はJIS K6151に よ

り測定した。シー トの引張 り特性は、片面のみを暴露す

るウエザオメータ試験を除き、厚さ2mmシ ー ト8枚の

積層体の表裏最外層である1枚日と8枚目の測定値の平

均を深さlmmの値、2枚目と7枚目の測定値の平均を

深さ3mmの値、3枚日と6枚目の測定値の平均を深さ
5mmの値、4枚 目と5枚 目の汲1定値の平均を7mmの
値として表示した。

3 結果と考察

31 試料の初期特性
30分加硫後と60分追加加熱後のコード引き抜き力、

はく離力および加硫ゴムシートの引張り特1生をTablc 3

に示す。30分加硫後と比較し、60分追加加熱後のコー

ド引き抜き力はほとんど変化なく、ゴム凝集破壊 (HR)

Table 2 Aging conditions

Tcst Conditions Aging timc/h

Oven aging 1 70° C 168,336,720

2 100° C 72, 168,336

3 130° C 24,72,168

High prcssurc oxygcn tcst 1 70°C,21 MPa 168,336

Press machinc aging

(OVer Curc tcst)

1 70°C,comprcssion ratio 3% 24,72,168

2 100° C,comprcssion ratio 3% 7,24,72

3 130° C,comprcssion ratio 3% 25,7,24

4160° C,comprcssioll ra●o3% 1,15,25
5 180° C,compression ratio 3% 05,1,15

High humidity aging 70°C,RH 95% 168,336,720

Hot、vater immcrsion test 70°C 168,336,720

Wcathcr meter test 63°C,RH 65%,showcr 18/120min 168,336,720

Ozonc mctcr tst 40°C,60 ppm 24,72, 168
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Table 3 Adhesion strength and physical prOperties of

or ginal samples

∝
¨
眠

‐５

３０

Ｃ

150°C
30+60 1nin

Cu]℃

Cord pu11-out strength (kN/5cnぅ ) 715 711

Peeling strength (kN/1m) 14 12

Rubbcr hardness (JIS A)

Rubber modulus M 100 (MPa) 21

Rubber tensile strcngth TB (lИ Pa) 172

Rubber clongation EB (7)

であるがはく離力は低下している。またゴムはloo%モ

ジュラスが高くなり破断‖びが低 ドしている。したがっ

てはく離力の低下は、ゴムのilt断エネルギーの低下に

よると考えられる。しかしながら60分加熱により接着

1夫態に大きな変化が生 じていないことより、60分追加

加熱後を当接着系の初期基準値として問題ないと考え

られる。また、データは省略するがゴム試料の深さによ

る物性変化も明 りょうな差が認められないことより、

60分追加加熱後の厚さ方向の企平均を初期基準値とし

た。 ゴムの 10o%モ ジュラスの上昇と破断伸びの低下
は、部分的に加硫戻 りを含むかもしれないが、引張強

度が上昇していることよりlJ l硫 の進行によると考える

のが妥当である。

32乾 熱老化および加圧酸素老化
乾熱老化試験および加圧酸素老化試験の結果をFig

urc lお よびFigurc 2に 示す。 ギヤオーブンを用いた乾

熱老化試験では、コー ド引き抜き力、はく離力ともに

70℃ で 30日 、100℃で 14日 まではほとんど低下しない

が、:30℃では明りょうな低 ドが認められる。ゴム物性

は最外層のみの低下が大きく、3mm以上の深さではほ

100

¬me7h

-70C,■ 100C-130C― Hoh pre,Pre,y9。・ 70.q三二‐。19hal

F19ure l The pu‖ ―out and pee ing strength after hot a r oven

aging and high pressure oxygen aging

Ai Cord pu‖ out strength,B:Pee‖ ng strength

R: Rubber break,M:Rubber/metalinterface break,

R/M:Part a

R and M break,SPi Spot rubber break

とんどlnlじ 値であることから、ゴム中への十分な酸素

の拡散が生じていないものと思われる。
‐
方、70℃ での加ll酸素老化では、接着破壊強度の

低 ドが生じている。ただしコード引き抜き試験ではHR
破壊が起こっていることから、接着強度の低下はゴム

物性の低下によるものと考えられる。はく離状態ははん

点状ゴム破壊 (SR)で あり、接着界面あるいはめっき

層の劣化とともにゴム内部まで劣化が生している。ri

層体であり気密性の問題があるかも知れないが、lJ"「

により7mm深 さまで酸素が達 しているとみなすと、リ
き抜き試料もゴムの劣化に隠れて現れないが、接着界

面の劣化が並行 して進行しているものと推察される。

33加 圧下熱老化
加圧下熱老化試験のln果 を Ftturc 3に 示す。高 71i.お

言‖ltr― :
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F19ure 3 The pu‖ ―out and pee‖ ng strength after hot press

aglng

A: Cord pu‖ out strength,B:Pee ing strength

R: Rubber break,M:Rubber/metalinterface break,

R/M:Partial

R and M break,SR:SpOt rubber break
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Figure 5 Tensne prOperties aFter high humid ty and hot water

ag ng RH95%:70° C720h,hot water 70° C720h
AR:Remaining ra“ o(%)

よび長時間になるに従いコード引き抜き力、はく離力
ともに急激な低下が見られる。ゴム物性の低下はプレ

ス熱盤間の加熱であるためほとんど認められず、接着

界面の劣化によるものであると判断される。Figurc lに

示した乾熱老化の130℃劣化データと比較し、その低下

は極めて大きく当接着系は温度でなく熱量による界面

劣化が生じやすいといえる。

34湿 熱劣化および温水浸漬
湿熱劣化試験および温水浸漬試験の結果をFigurc 4

およびFigurc 5に 示す。コード引き抜き試験では、両試

験ともに70℃ 14日後にて明りょうな接着力の低下が始

まり、30日 後ではほぼ界面破壊に近いsR破壊となる。
はく離試験では7日 後で既に界面破壊となっている。亜

鉛めっき―コバルト塩直接接着系は、間接接着。およ

Figure 6 The pu‖ ‐out and pee ng strength after weather meter

63° C and ozone aging 40° C
A: Cord pu‖ out strength,B:Pee‖ ng strength

R: Rubber break

81409.

疑
`∞
%

Cl∞
“

「
_

6  80・・

Figure

―

―

7 Tens‖ e properties aiter weather meter and ozone

aging Weather meter:63° C x 720 h.Ozone aging:
40° C,60ppm x168h AR:Rema ning ra‖ o(96)

び真ちゅうめっき―コバルト塩つの直接接着系と同様

に水分の影響を大きく受けることが報告されている。
ゴムは2層 目の3mm深 さまで物性低下が認められ、乾
熱老化よりも深く影響を受けている。

35 ウエザオメータ老化とオゾン劣化
ウエザオメータ老化とオゾン劣化試験の結果をFし

urc 6お よびFigurc 7に示す。ウエザオメータ老化では

30日 後にても接着低下は認められなかった。ゴム物性

も大きな低下は見られない。一方、オゾン劣化では接着

低下よりもゴムのき裂発生と成長が先行し、7日 後の

コード引き抜き試験では値を得ることができなかった

が、はく離試験より7日 後まで接着低下はないと考え

られる。

814r●

要 (27J・

Pl∞%

6 臨
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Tablo 4  Physical properlles of rubber afler various aging conditions

AR:Remal‖ ng rat o(%)

Depth

(mm)

Ovcn  Oven
70°C   130°C
720h   168h

Oxygcn

70°C
168h

Press  Prcss

70° C  160° C
168h   25h

RH95%  Hot water

70°C     70° C
720h      720h

Wcathcr   020ne

63°C    40°C
720h     168h

AR(M100) 1

3

5

7

148     -―

136     132

128     132

124     128

132

128

136

132

120     96

120     96

116     100

116     96

156       140

136       124

124       120

124       116

148      112

152      116

128      112

116      108

AR(TB) 1

3

5

7

93      24

92      102

101     102

103     102

６２

“

６５

６８

97      99

100    101

99     102

98     101

83        86

101        101

102        106

101        102

84      99

91      llXl

96      99

103      103

AR(EB) 1

3

5

7

76      14

70      74

78      75

83      75

80

83

81

84

３

　
７

　
８

　
０

８

　
８
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９

63
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85

85

２
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７
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Figure 8 The pu‖ ‐out strength after various aging conditions

36環 境因子の影響度
以上の結果を総合し、コー ド引き抜 き試験結果を

Figurc 8に、Mllxl、 TB、 EBの維持率 (AR)の深さ方
向のプロファイルをTablc 4に示す。コー ド引き抜き試

験において、同一温度で見るならば、乾熱 (オ ープン)

老化に対 し加圧下 (プ レス熱盤間)熱老化は約 10倍接

着劣化が加速されている。温水浸漬と相対湿度 (RH)95

%の ほぼ飽和に近い湿度での老化とは同程度の促進過
酷度 (シ ビアリテイー)であり、乾熱老化に比較し 10

倍以上の接着劣化速度をもたらすと推定される。はく

離試験においては、加圧加熱老化は乾熱老化の約2倍の

促進であり、湿熱および温水浸漬老化の促進度はさら

に大きくなっている。両試験方法における違いはカ

バーしているゴムの厚さにあり、カバーゴムの薄いは

く離試料がより水分の影響を受けるものと考えられる。

21  22  23  24  25  26  27  23  29   0
T'′ 10・K'

Arrhenius plot of cord pu‖ out strength degradation

by hot press aging

Figure 9「
=譜
臨」
C=生
出腎"℃

ゴムの物性変化からは、加熱水分は空気より深くゴム

ヘ拡散することを示唆している。いずれの形態にして

も亜鉛めっき―コバルト塩法は、温度でなく熱量と水分

により、接着劣化が加速されることは明らかである。

ゴム物性については、加圧酸素老化試験が、最も深

い8mmの積層体の中央まで劣化をもたらし、湿熱劣化
試験は4mm、 乾熱老化試験は2mm深 さ程度まで劣化
をもたらすのみであることが明らかとなった。

37接 着耐久性の予測の可能性
加圧下熱老化は加わる熱エネルギーにより界面の接

着劣化反応が進行していると考えられる。そこでFigurc

3の 130℃、160℃、180℃のデータより引き抜き力が400

kN/5cmに なる時間を求めアレニウスプロットを行っ

た。結果をFigure 9に 示すが、アレニウスプロットは比
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較的よい直線性を示す。熱盤間での加圧下加熱老化は見

方を変えれば過加硫に対する安定性であり、他の劣化

反応、例えばR C Aycrstら の間接接着の劣化機構めに比

べればシンプルな機構と推察される。Figurc 9よ り求め

られる見かけの活1生化エネルギーは lo7 kJ/mol(255

kCalんol)である。通常の加硫における一般則である lo

℃温度を上げることで加硫時間が12と なる場合の見か

けの活1生化エネルギーである約97 kJ/m01(23 kt・ a1/nloDに

近い値である。また、近似線の外挿より求められる70

℃にて4 00 kN/5cmの 引き抜き力に低下する推定時間

は約 7、 100時 間となる。70℃湿熱および温水浸漬老化

にて同じ引き抜き力に低下する時間は Figurc 4お よび

Figurc 8か ら両条件ともに約400時間であり、水分によ

る促進倍率は約 18倍となる。

以上より、接着低下の促進倍率という点で整理すれ

ば、乾熱老化と比較 し、熱盤間の加圧下熱老化は約 10

倍、湿熱および温水浸漬老化は180倍 の促進条件である

と見なすことができる。

4ま と め

亜鉛めっき銅と有機酸コバル ト塩を接着付与剤とす

るゴムとの直接接着系について、各種の環境劣化試験

を行い、以下の結果を得た。

(1)温度でなく熱エネルギーにより劣化が加速される。

通常のギヤオーブン老化に比べ、無限熱供給源と見

なされる蒸気加熱した熱盤間での加圧下加熱劣化は

約 10倍加速される。

(2)95%の 湿度および温水浸漬試験は、同温度の加圧
下加熱老化に比較 し約 18倍の接着劣化速度となる

と推定される。 したがって、乾熱老化に対し約 180

倍の接着劣化促進条件であると見なされる。

(3)オ ゾンおよびウエザオメータ試験は乾熱老化に比べ

顕著に接着劣化を促進することはない。

(4)ゴム中への劣化因子 となる物質の浸透深さは、加圧

酸素が 8mm、 水分が 3～ 4mm、 通常の空気で2mm
程度である。

(5)蒸気加熱方式の熱盤間での接着低下から求めた見か

けの活性化エネルギーは lo7 kJ/111olで ある。
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研究論文

小プーリ・ナイフエッジに対応する

食品用樹脂コンベヤベル トの開発

The Development of a Light Conveyor Be:t for

Food App:ying to the Sma‖ Pu‖ey&Knife Edge.

佐藤 昭光 *1

Akimitsu SATO

A light conveyor belt、vas put in the markct at 1960-70 time morc latc than a rubbcr conveyor belt but to

contribute to、 veight saving of cquipmcnt(cost Cutting of initials), a SPace― saving dcsign and thc cncrgy saving

when running(running cost cutting and also C02 reduction)by the light and nexible Fcatule,it spread rapidly in

various factorics,the distribution&thc dclivcry ccntcrs The market of a light convcyor bcltis cxpanding to about

1/2 ofthc rubber convcyor beltin the world present and is cxpanding to the same amount mostly in Japan A light

conveyor bclt has the hygienic fcature besidc above‐ mcntioncd,and it's possible to convcy non― packaged food

such as brcad and snack Thcreforc thc most of a uscd convcycr bclt have been rcplaced by a rcsin bcltin thc food

factory Thc bclt which conveys a fOOd has various requircd function Onc of the requircd functions is to makc a

sman carricd matcrial transfer to the next conveyor bclt smoothly ln this document, 、ve report on a light conveyor

belt For food coresponding to the sma■ puncy knife edge to corrcspond to the function

1緒 言

樹脂コンベヤベル トは、ゴムコンベヤベルトより遅

く1960ヽ 70年代に ド場に投入されたが、軽 く、柔軟で

ある特徴により、装置の軽量化 (イ ニシヤルコス トダ

ウン)、 省スペース設計、走行時の省エネルギー (ラ ン

ニングコス トダウン、さらにはC02削減)に寄与する

ため、各種工場、物流 酉己送センターで急速に普及した。

現在では樹脂コンベヤのマーケットは、‖t界ではゴ

ムコンベヤの約 1/2、 日本国内ではゴムコンベヤとほぼ

同量まで進捗 している。

樹脂コンベヤは上記の他に、衛生的である特徴も備

えており、パン 菓子などの未包装食品を搬送するこ
とが可能である。このため、食品工場では使用される

コンベヤベル トのほとんどがlll脂ベル トに世き換わっ

ている。

食品を搬送するベルトには様々な要求機能がある。

その 1つ に小型の搬送物をスムーズに次のコンベヤベ

ルトに乗 り継ぎさせることが挙げられる。本文ではこ

の機能に対応するために開発 した、小プーリ ナイフ
エッジに対応する食品用樹脂コンベヤベル トについて

報告する。

2開 発 の 背 景

コンピユエンスス トアに陳列される菓子に見られる

ように、加工食品の市場ニーズは、一ロサイズのよう

な小型サイズが増加 している。

製品が小型化したことにより、製造工程のコンベヤ

乗 り継ぎ部分は、広幅(1,200mm)の コンベヤでもプーリ

径φ15ヽ 20mmの小径が適用される事が多く、ナイフ
エッジについてもR3mmの 4ヽエッジの適用事例が増加

している。

菓子などのオーブンを有する製造工程では、オーブ

ン後のコンベヤはエンドレス耐熱性を得るため2plyベ

ルトが選択されるが、従来の2plyベ ルトでは、ベルト

が硬いため小プーリ ナイフエッジヘの適応度が悪 く、
また無理に使うとエンドレス部が破損する問題があつ

た。

このように、食品ニーズの変化により、小プーリ

ナイフエツジに対応 し、オープン後にも使用可能な食

品用ベルトのニーズが生じた背景がある。

図 1は小プーリ付きコンベヤ使用例である。このコ

ンベヤは左側のネットコンベヤよリビスケットを受け

取 り右上に搬送 している。乗 り継ぎプーリはφ15mmの

小径ローラエッジである。ネットコンベヤから送られ

るビスケツトは9o℃ 以上あり、乗り継ぎ部は80℃ に達

する。この用途ではφ15mmに適応する柔軟性に加え、

常時 80℃で使用できる耐熱性が必要である。*1産
業資材事業部
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Ⅸ 2はナイフエ ンジ伺きコンベヤ使用例である。ナ

イフエ ッジとは区13に 示すような形状であり、回転

プーリと比較して乗 り継ぎ部を小さく出来るため、よ

り小型のワークを搬送可能である。 この用途では

R3]nnlに ,直応する柔軟性が必要である。

図 1 ′jヽプーリ付きコンベヤ使用例

図 2 ナイフエッジ付きコンベヤ使用例

してラインアノプしている。今回の開発では、従来の

ベル ト設計にこだわらない設]「 を日標としたが、これ

らの基本機能についてはフォローしている。

基本機能 1:未包装食品を搬送出来ること
各種法令 (食品衛4L法等)に適合する

ll十 選択が必要である。

材 ll選定例 :ポ リウレタンの選択

基本機能 2:ベ ルト端部糸ほつれ (耳 ほつれ)が少
ないこと

ベルトが蛇行 した時に、端部がコンベ

ヤフレームに擦れてベルト′亡、体繊維が

ほつれたり抜けたりすることを低減す

る。

′亡、体繊維の選択と、心体を強」に結合

させる処理が必要である。

′亡ヽ体選定例 :ポ リエステル繊維―

スフ (ス パン糸)の選択

心体ln合処Il例 :ポ リウレタン樹

脂を合浸

ベルト端部損傷比較 (社内走行試験結果 )

図 4ベ ル ト端部糸ほつれ (耳ほつれ)防止仕様

図 5標 準仕様

基本機能 3:抗 菌 耐カビ性能を有すること
ベル ト上で大腸菌等が増殖すると、食

中毒の原因になる可能性があり、これ

を防 Lす る。

材1選定例 :ポ リウレタンの抗菌
耐カビ処理

0・ l」 カビ性能

JIS Z29 H準拠耐カビ試験 28日 間培養後

菌の発育 全体の lμ 以 ト

●わt菌力

接種直後の生菌数250000個→35℃ ×24時間培養後

101日 )ナ ト

ナ イ

図3 ナイフエッジ付きコンベヤ図解

3ベ ル ト設 計 検 討

31 食品搬送用ベル トとしての設計
F3inを 搬送するために必要な機能は種々あるが、以

卜の 3つ の機能が特に重要である。

当社では食品搬送ベルトの基本機能として、この 3

機能を有するベルトをFシ リーズ (Foodシ リーズ)と
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図6大腸菌増殖試験 左 :抗菌仕様、
右 :抗菌未対応仕様

32小 プーリ・ナイフエッジに対応するための設計
小プーリ ナイフエッジに文十応するためのポイント
は、以下の3点である。

i)ベルト本体部およびエンドレス部が進行方向に
柔軟であること。

中間帆布

裏面帆布

ii)ベ ルトカバーと,さ体帆布の接着力が高いこと。

ili)エ ンドレス強度が高いこと。(あ る程度の耐熱性

も必要である)

ii)、 iii)については、材料選定はポリウレタンが最

適である。i)については以下に設計の考え方を述べる。

図 7にベルト構造図を示す。図 7のベルトを柔軟化

させるための変量因子を表 1に示し、変量因子が柔軟

性向上に寄与する方向を表 2に示す。
ベルト設計は各変量因子に対し最適値を求める方法

で行った。設計のポイントは、用途を軽量物搬送に特

化させ、心体 (=ベルト)モジュラスを従来のli■脂ベ
ルトより大きく下げた設定をすることにより、柔軟性

を大きく向上させたことである。データは次項に記載

する。

カバー樹月旨

中間樹脂

図7ベル ト構造図

表 1 ベル ト部材と柔軟化させるための変量因子

表2各変量因子に対し、柔軟性が向上する方向

部材 変量因子

カバー樹脂 硬度、(樹脂種)

中間樹脂 硬度、(村脂種)

心体帆布 織り構造、縦糸 横糸打ち込教本数、撚り数
心体接着処理 処理方法 (Dlp、 コーター)、 硬化剤分量

部材 変量因子 有効な方向

カバー樹脂 硬度 軟質化

逆曲げは効果大

正曲げは効果小

中間樹脂 硬度 軟質化
正曲げ・逆曲げに効果大

心体帆布 織り構造撚り数 平織りが綾崩しに対し優れる

図8参照

縦糸打込み本数 少ない方が有利

横糸打込み本数 多い方がクリンプが

大きくなり有利

撚り数 多
'い
ほうが有禾U

効果は/1ヽさい

心体接着処理 処理方法 Dlpよ リコーターが有利

硬化剤分量 少ないほうが有利

BANDO TECHNICAL REPORT No14′2010



~¶
||

|

==JI
一
Ｔ言J II

JI
==JI

― rr車¶ ||

コ |

==JI
~I「

劇 ||

コ | ‖ | 一
Ｔ||

平面図

4評 価 結 果

41 ベル トモジュラスと柔軟性
ベルトモジュラスを下げる設

=卜

を行った結果、図 9

に示すように新製品SL F1201は 当社従来品、他社ベン

チマーク品と比較して最もモジュラスが低いとなった。

試作品の柔軟性をリング便さで評価したin呆、図 10

に示すように新製混]は当社従来品、他社ベンチマーク

品と比較して最も柔軟な結果となった。

平面図

進行方向

-

…
-

… 側面図

2本引き揃え

図 8心 体帆布織り構造図

■丁「1-―:《 =

平面図

-
… 側面図

3/1綾崩し

=リ ング硬さ

慶
　
タ

釈
掟

リング硬さとは

ベルトを短冊状にカットしたものをリング状にメL

め、上から力をかけて 定の高さまでリングを変形
させる時の力である。

数値が低いベルトの方が柔軟である。

△ SL F1201(新 製品)
●  SL―F1200
△ 他社品A
●  SL―M2200(8UWEHS)
◆  SL M2201(5UWEHS)

新製品

SL―F1201
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照

ヽ

ハ

３
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リング高さ (cm)

△ SL F1201(新 製品)
●  SL―F1200
△ 他社品A
●  SL M2200(8UWEHS)
◆  SL―M2201(5UWEHS)

図 11 リベル ト走行後、他社品A、 ジョイ
ン ト部

クラックが全幅の80%ま で進行し
たところで撮影

図 12 ベル ト走行後、他社品A、 ジョイン
ト部

ジョイン ト部が切断したところで

撮影

表面心体が重ね合せ部で抜け、裏

面心体が切れている。

図 10 リング硬さ一ベル ト縦方向正曲げ

42屈 曲性、小プーリとナイフエッジ対応性評価
小プーリ性評価結果を表 3に示し、ナイフエッジ性

評価結果を表 4に示す。両者共に当社従来品、他社ベ

ンチマーク品が損傷する条件でも、新製品SL F1201は

問題ない結果となった。また、最終的に日標値も達成

した。

表 3 4ヽ プーリ性評価結果

表 4 ナイフエッジ性評価結果

新製品
SL―F1201

200万 同屈曲後外観 残存強度 保持率

SL F1201(新製品) 問題なし 270N/mm 649%

他社品A 先端剥離 168N/mm 467%

SL― F1200 先 711剥離 216N/mm 424%

評価方法 :ラ ップジョイント酎|を 、φlommでスコツト
「
|‖献験

200時間走行後外観 残存強度 保持率

SL‐ F1201(新製品) 問題なし 188N/mm 45 1%

他社品A 幅 100%ク ラック 152N/mm 422%

SL― F1200 幅 85%ク ラック 242N/mm 475%

評価方法 :ラ ップジョイント品を、ナイフエッジR3mmで走行試験
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図 13 ベルト走行後、他社品 A、 本体部
ジョイント部のクラックが全幅の80%ま で進行
したところで撮影
この時、ベル ト本体部にもクラックが発生して
いた。

43 ジョイント強度耐熱性
図 14に ラツプジヨイント強度を示す。新製品 SL―

F1201の ジヨイント強度耐熱性は、目標値20N/111m(80

℃)を上回る結果が得られた。また、他社ベンチマー

ク品を上回る結果であつた。

SL‐ F1200は ベルト強度が高いゆえに、ジヨイント強

度が最も高い結果となった。

60°C 70°C 80°C

a

△

｀
｀
｀
｀
ヽ L

ヽ
―

＼

5決 言

目標である柔軟性があり、かつ樹脂ベルトとしての

機能を有する新製品を開発することが出来た。

開発のポイントは、用途を軽量物搬送に特化させ、

心体などのベルト構成部材を従来の樹脂ベルトの範囲

にこだわることなく変量したことにあると考える。

なお、新製品は現在、製バン用途を始め多数の用途

で使用されている。

<使用事例>
製バンエ場 :デバンナーベルト(焼き上げパンを掬

い取るコンベヤ用ベルト)

クーリングベルト (焼 き上げパンを冷

却するコンベヤ用ベルト)

スライサーベルト (パ ンをカットする

装置用のベルト)

製菓工場 : クツキー、ビスケット、米菓の加工

搬送ライン

その他 :プラスチツク部品搬送ライン

く関連特許>
特許第3425105号 一樹脂製コンベヤベルト

△ SL F1201(新製品)
● SL―F1200

△ 他社品A

60

０

　

０

　

０

４

　

３

　

２

（Ｅ
Ｅ
こヽ

拠
懇

10

90°C20°C

測定時雰囲気温度

図14 ラップジョイント強度
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技術資料

金ナノ粒子の技術開発

Deve:opment of Go:d Nanoparticles

畑 克彦 *1

Katsuhiko HATA

Wc have succeeded in thc synthcscs of Various metal nanopalticlcs which can bc sintcrcd at lo、 v tempcraturcs

(ca 120° C)and r00m tcmpcraturc This lcttcr rcportcd about a ncw product,FlowMetal①  GV′ 1000 1t consists of

gold nanoparticlcs dispcrsing in a high conccntration into an aqucous media and providcs a closcly packcd

mcta1lic layer having lo、 v rcsistancc and cxccllcnt lustcr by applying onto a substratc and sintcring at lo、 v

tcmperatures

1 は  じ め に

サブ トラクテイブ法など従来工法によるプリント基

IIx等の電気配線や電極形成は、プロセスの煩雑さ、廃

液処理に係る環境問題、製造装置の大規模化によるコ

ストアップなどの問題を抱えている。これに対 し、印

刷技術を活用し、配線 電極を直接描画形成する方式
(プ リンタブルエレクトロエクス)は従来工法の問題点

を解消する方法として研究開発 実用化検討が活発に
行なわれている。

一方、銀、金、白金などをはじめとする貴金属元素

は、粒子径が数 l nm以下のナノ粒子になると、バルク

状態では見出せない
71r異 な機能が発現するため、従来

には無いls・れた電子材料、触媒、光学材料、磁気材料

等への応用が期待され、盛んに研究が行われており、そ

の中の つがプリンタブルエレクトロニクスヘのi芭用
である。

当社では上記背景の下、印婦1に より電気配l・Fや電極

形成が可能な金属ナノli子 インクやペーストの開発に

取 りl■み、耐熱1■に乏しい樹脂基板にも適用可能な低

温焼成銀ナノ粒子の合成に成功 し、昨年量産販売を開

始し、また本年 5月 には、銀以上に化学的に安定で、特

性劣化がない金について、ナノ粒子化技術 分散安定
化技術を完成させ、低温焼成全ナノll子 「FIowMctKll①

GW 1000Jを 開発 した。

本稿においては、プリンタブルエレクトロニクスヘ

の適用を目指 した金ナノ粒子を中心とするJ(社ナノ粒

子製品の特徴について解説する。

2 金ナノ粒子「日owMetalo GW 1000」
の特長について

FlowMctJ⑩  GW-1000は 金ナノli子が水系溶媒中に分

散した液体であり、通常のインクや塗料と同様に各種

印‖1方式により、細線からベタまで描画することがで

図 1 日owMetao GW 1000外観と回路描画事例

斗lR&Dセ ンター
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表 1 日owMetalo GW 1000の特性

金属種 Mctal 金 Gold

品番 Codc No CW‐ 1000

特長 Charac“istts 低温焼成

善
＃
蒔

●
ｆ〇
一
ｏ「（く
ｏ
「
一̈
０
●
。̈

外観 Appcarancc 暗赤色液体

粒子径 Dlamctcr[nm] 7(SAXS)

金属合有率 Metal contcnt〔wあ ] 50

溶媒 希釈剤 SoNcnt 水、特殊溶媒

粘度 Viscosity〔mPa s] 2～

密度 Dcnsmy〔 g/Cm匈

処理温度 Hcaing tcmpcraturc〔 ℃] 150～ 200

保存条件 Safekeeplng condhiOn 8～ 10℃  1ケ 月

河
湿
導
詳

”
■
ｏ
Ｏ
ｏ
■
ヽ

Ｏ
『
ョ
コ
●
一
，
一

外観 Appcarancc 金属光沢

金属含有率 MctJ contcnt〔wt%] 95以上

体積抵抗率 Resヽ 1市
"y[μ

Ωcm]

10@150℃

o200℃

5@250℃

接着特性 Adhcgon charactcn"に s 特殊処理層 接着処方が必要

きる材料である (図 1参照)。 その主な特長は次の4点

である。(表 1参照)

① 150℃の加熱で体積固有抵抗 10μΩcmの金皮膜が得
られるため、耐熱性に乏しいプラスチックフィルム

を基材として使用でき、また周辺の電子部品への熱

刺激を抑えることができる。なお、150℃以上の温度

域での焼成においては、体積固有抵抗はさらに低下

し、250℃焼成にて 5 μΩcm(金パルクの体積固有抵

抗の約 2倍)程度に達する。

②高濃度 (標準50%)であるため、一回の印刷での膜
厚を確保することができる。従来の技術では、金の

密度193g/cm3に 起因し、金粒子濃度を上昇させよう

とすると、沈殿を生 じ、濃度アップが困難であった。

CW-101Xlは分散安定性を大幅に改善することで、高

濃度化を可能にした。

③GW-1000は、当社の他の金属ナノ粒子と同様に分散

媒が水および水系溶媒で構成されていることを大き

な特徴としている。水系であるため、本材本|を取り

扱う装置や周辺設備の安全上の設計や配慮に対して

有利であり、作業環境や自然環境に対しても負荷が

極めて低い。また、描画用インクに調整する際にお

いては、液特性の調整範囲が広く、例えば、表面張

力では30dyne/tmか ら68dync/cmま で設定すること

が可能である。液粘度に関しては、各種水系溶剤と

の併用により、2 mPa sヽ 数十mPa sま でJ・l整する

ことが可能である。さらに、溶媒が水または水系溶

媒であるため、ほとんどのプラスチック基材はもち

ろん、併用や重ね描画する他インク材料や各種機能

付与するための基材の下地処理層等の溶解や膨潤を

引き起こすことがない。

④不純物が少ないシングルナノサイズの金ナノ粒子の

ため緻密な膜形成が可能である。

FlowMcta10 GW‐ 1000は粒子径約 7 nmと 微小であ

り、且つ含有される有機物量が少ないことに起因し、

焼成時の有機物揮発による体積減少が小さく、ク

ラックが生じにくい。

なお、FlowMctJ①  GW-1000の実使用においては、適

用しようとする印11方式や印刷条件に応 じたインク乾

燥速度や濃度、粘度、表面張力などのllt特性を調整す

ることが必要である。

3 その他の金属ナノ粒子

当社では、金ナノ粒子のほかに銀ナノ粒子 (量産販

売中)、 銅ナノ粒子 (研究開発中)についても取 り扱っ

ている。

図 2に は水系銀ナノ粒子 (FIowMctal①  SWシ リーズ)

の標準タイプの焼成温度とその際に得られる体積固有

抵抗の関係を示した。10%Ω cm台に到達する温度領域
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は、 sヽv_loooで 120℃、 Sヽv_2000で 180℃、 SW_3000で

200℃ となっている。また、sW loooは 、loo℃以 卜の

焼成温度領域においても10■Ωcm前後の体積固有抵抗

を示し、導電性ポリマーと比較 した場合、同等の加工

温度でも、優れた導電性を有する。また、基材表面に

特殊なインク受容層を設けることにより、室温乾 l・i・の

みで 10 6Ω cm台の体積固有抵抗を発現させることも可

能である。

方、基材との密着性に関しては、SW 1000は ド地

処理層が必要であるのに対して、SW 2000は 透Hl導電

膜 ITOに対しての密着性に優れ、sw 3000は ガラス基

板、ポリイミドフィルムヘの密着性に優れる。なお、品

番に関わらず焼成やその他工程において加えられる加

10E-03

10E-04

10E-05

10E-06

熱温度が高いほど、密着性は向上する傾向をしていて

いる。これら焼成温度など特1生が異なる各タイプは、そ

れぞれの銀ナノ粒子に使用している分散剤ならびにそ

の他添力‖剤が異なっており、特に低温焼成化には単に

ll Tを ナノサイズ化するだけでは不 卜分であり、それ

以上に粒子の表 |「特性に多大な影響を及ぼす分散斉J設

計がlllめ て重要であると考えている。

図 3に は SW-looo薄 膜に関し、ネ温乾燥後、120℃

焼成後および 180℃ 焼成後の表面の電子顕微鏡 (SEM)

像を示した。lt成温度の上昇に伴い、粒子同十の接触

部分から融着が進行していることが確認される。また、

その際の体積固有抵抗は、SEM像に示された融着状態
と対応 し、120℃ 焼成で 8 μΩcm、 180℃焼成で 5 μΩcm

…

.

180℃焼成

Ｔ
こ
ｏ
Ｃ
〕

ゝ
〓
＞
〓
０
】０
０
匡

Sintering temperature 〔℃〕

図2 日owMetJo SWシ リーズの焼成温度と体積固有抵抗との関係

図 3 FlowMeta O SW 1000の 焼成過程

曖
〓

室温乾燥
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であつた。

図 2に示した銀ナノ粒子以外にも溶出不純物イオン

を大幅低減させた低温焼成銀ナノ粒子や有機溶剤系低

温焼成銀ナノ粒子も準備している。銅ナノ粒子につい

ては、研究開発中であり、現在、還元雰囲気200℃焼成

で 7 μΩcmを発現するものはできているが、保存安定

性などにおいてまだまだ解決すべき問題を抱えている。

畑  克 彦
Katsuhiko HATA

1985年 入社
R&Dセ ンター

BANDO TECHMCAL REPORT No14/2010



特 許・ 実 用 新 案 登 録 一 覧

(200810 - 2009 9)

(日 本特許 )

特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

願 H10292404[H10710/14]

開 2000120799[200070″ 25]

登 4222529-12008′ 11/28]

高橋 光彦 〈名称〉高負荷動力用Vベルト

く要約〉補強材をアルミニウム合金からなるЛs H A2024P T861の 圧延材の時

効処理材で構成し、時効により析出した溶質元素の析出粒子がプロツ

ク成形時、アニーリング処理時及びベルト走行時に消失又は粗大化し

ないようにする。

原頁H10-294875〔 H10/10/16]

開200012079412000/0″ 251

登 4256498P00910劾)61

野中 敬三
坂中 宏行
高橋 光彦

く名称〉高負荷伝動用Vベルト

く要約〉張力帯の噛合厚さt2を プロックの噛合隙間tlよ りも予め大きく設定し

て締め代12-tlを 設けるとともに、ベルトの左右101面 においてブロッ

クの左右当接部の面よりも張力帯の側面を突出させて出代△ dを設け、

初期締め代革α=|(t2-tl)/tll× 100を α‐1～ 5%の範囲に、ま

た初期出代率β=(△ d/w)x100を β=03～ 15%の範囲にそれぞ
れ設定し、かつ出代と締め代との相互関係としてのα×βをα×β=
06ヽ 50の範囲に設定する。

願 H10294876〔 H10710/16]

開 2000120795[200004725]

登 4230573-[2008′ 12/121

坂中 宏行
高橋 光彦
野中 敬三

〈名lT〉 高負荷伝動用Vベルト

く要約〉各ブロックの上佃lL部のベルト長さ方向の厚さBを 、各プロックのベ

ルト長さ方向の厚さAの 033～ 05の範囲に設定する。また、上側凸部

の下端部のベルト長さの中央部にベルトの背面と平行な平面部を形成

し、その両側の角部を略面取り状の円弧面部とし、その曲率半径Rを

上記上側凸部の厚さAに関連付けて(1/2)A-02≦ Rく (1/2)
Aと する。

願 H H 037796〔 HH/0246]

開2000235295〔 200α 08′29]

登 4222496‐ 〔2008′ 11′281

永見 晴資 く名称〉電子写真用ゴム部材

く要約〉導電性に優れるとともに非汚染性にも優れた電子写真装置用導電性ゴ

ム部材を提供する。感光体に接触する部分が、電子写真装置用導電性

ゴム組成物からなる電子写真装置用ゴム部材であって、上記電子写真

装置用導電性ゴム組成物は、エピクロルヒドリンを主体とするゴム中

に、アルカン酸、トリブチルリン酸エステル、並びに、アルキル及び/
又はアリールの亜リン酸エステルからなる加工助斉1を 含有する電子写

真装置用導電性ゴム部材。

願 H H 037797[Hl1/02/16]

開 2000-235296[2000′ 08′29〕

登 4222497‐ [2008′ 11′281

永見 晴資 く名称〉導電性ローラ及びその製造方法

く要約〉導電性及び非汚染性に優れた導電性ローラを提供する。円柱状の志金

と、上記志金の周囲に同心円上状に積層された導電性を有する加硫ゴ

ム層とからなる導電性ローラであって、上記加硫ゴム層は、内層及び

感光体に当接する外層からなるものであり、上記「bl層 は、エビクロル

ヒドリンを主体とするゴム中に、アルカン酸、 トリブチルリン酸エス
テル、並びに、アルキル及び/又はアリールの亜リン酸エステルから

なる加工助剤を含有するゴム組成物からなるものである導電性ローラ。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

願 Hl1 218339[Hl17087021

開 200140105[2001/02/13]

登 4286393[20097114/03]

高橋 仲治 〈名称〉ゴム組成物と繊維材料との接着処理方法

く要約〉EPDMゴムと繊維材料とを強固に接着させることができ、かつ、熱老
化により接着力が低下することがない優れたゴム組成物と繊維材料との

接着処理方法を提供する。エチレンープロピレンー非共役ジエン三元共

重合体からなるゴム組成物と繊維材料とを接着処理するにあたり、前記

繊維材料を、レゾルシンーホルマリンーラテックス系処理斉1に浸漬した

後、乾燥熱処理し、その後、前記ゴム組成物と加硫接着する接着処理方

法であって、前記レブルシンーホルマリンーラテックス系処理剤中のラ

テックス成分は、エチレンー (メ タ)ア クリル酸エステル系共重合体の

水分散物であるゴム組成物と繊維材料との接着処理方法。

llI Hl1 273629〔 Hll′ 09′28〕

開 2001‐ 9660112001′ 04/10]

笙奎4318193-[2009′ 06′05]

梅田 荒夫
田島 義隆

く名称〉ゴム 樹脂等からなる円筒状体の押出用ダイ
く要約〉ゴム 樹脂からなる円筒状体の押出用ダイのスパイダ下流側において、
部分的にゴム 樹脂等が充填されず、押し出された円筒状体に溝状の厚

さが薄い部分 (スパイダマーク)力 '生 じることを防止する。押出用ダイ

に設けられたスパイダに、外周側開口部、中心側開口部がスパイダ外筒

とマンドレルとの間に断続的、かつ複数層の同心円状に並べて形成さ

れ、スパイダの外周を均等に分割した各基準長さの両端とスパイダの中

心を結ぶ各扇形において、その開口部面積がいずれの扇形も等しくなる

ようにスパイダを形成している。

願 HH 279228〔 Hl1/09/30]

開 2001-96537[2001′ 04′ 10]

登 4230624-[2008/12′ 12]

均

〓
一
敬

嶋

中

昔
口

野

く名称〉ベルト成形加硫装置及びベルトの製造方法

く要約〉ゴムスリープを用いずにベルト外周面に凹凸を形成できるようにする。

ベルト成形加硫装置は、脱着可能に設けられた円筒状金型2と 、円筒状

金型2を 囲うように形成され、側壁に円筒1大金型 2の軸に向かう方向に

貫通した均―幅の長孔が周方向に所定ピツチで多数設けられた外全型枠

と、長孔に嵌め入れられて上記軸に向かう方向に水平動自在に設けら

れ、月つ長孔の側面との間に空隙が生じないように長孔の幅と略等しい

厚さに形成され、且つ外金型枠内周面から突出することによリベルト前

駆体 3外周面に接触してこれを覆い且つ内周面に突条が周方向に所定
ピッチで設けられた外金型を外金型枠とで形成する金型片 9と 、外金型

枠及び金型片9を 加熱する加熱手段と、金型片9を上記軸に向かう方向

に前進させる前進機構と、金型片9を 後退させる後退機構とを備える。

願 H‖ 287719〔 HH′ 1070田

5月 2001-106318[200104/17]

登 4234864-[2008/12′ 19]

大田 隆史 く名称〉突起付きベルト及びその製造方法

く要約〉ベルト背面の突起の強度を高めるために突起のベルト長さ方向の厚さを

厚くした場合でも小径のプーリに適正な巻か半卜すが可能となり、Jつ注

型タイプの熱硬化性ウレタンベルトの場合でも加工性に優れる突起付き

ベルトを得る。突起付きベルトが、ベルト背面に一体に設けら、板面が

ベルト長さ方向を向くように立設された板状支持部と、板状支持部を覆

うように設けられた突起部材とを備えるものとし、その突起部材を板状

支持部にのみ固定する。

願 H H 322890〔 Hll′ 11′ 12]

開 2001‐ 14231112001′ 05/25〕

登 4209055-[2008′ 10′31〕

迫  康浩 く名称〉電子写真装置用ベルトおよびその製造方法

く要約〉伸びが少なく、高精度で耐久性の優れる、蛇行が少ない電子写真用ベル

トおよびその製法を提供する。電子写真用ベルトは、志体層と弾性層を

含む2層であって、志体層がポリオールと、低分子量の芳香族アミン

と、2官能基と3官能基を有する月旨肪族イツシアネートとから形成され

るポリウレタンから成り、金型の内面に弾性層を半硬化形成し、その上

に志体層を構成するポリウレタン樹脂原液を注型して弾性層と志体層と

を一体的に遠′し、硬化成形して製造される。
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願 Hl1 345991[HH′12/06]

開 200116399612001/06/19]

登 4279961-[2009/03/19]

明

博

利

朝

勝

田

木

迫

飯

〓
一
葛

く名称〉化粧材用基材フイルムとその製造方法

く要約〉高密度ポリエチレン樹脂を基体樹脂とし、基盤に貼着後の接着力の低下

のない化粧材用基材フイルムと、ロールとられや弛みがなく、厚さ精度

にすぐれ、表面が平滑な上記化粧材用基材フイルムをカレンダー加工に

て製造する方法を提供することにある。本発明による化lll用基材フイル

ムは、重量平均分子量が looooo～ 200000の範囲にあり、重量平均分子

量/数平均分子量で規定される分子量分布が10ヽ 30の範囲にある高密

度ボリエチレン樹脂 10o重量部に対して、BET表面積2～ 20m2/gの
炭酸カルシウムを8～ 40重量部配合した樹1旨組成物からなり、厚みが

004～ 06mmの 範囲にある。このような化粧用基材フイルムは、上記
樹脂組成物をカレンダー加工して、厚み004ヽ 06mmの 範囲に圧延す
ることによって得ることができる。

願 HH 3742921Hll′ 12′28]

開 2001-187931〔 2001′07′ 10]

登 4339475‐ 〔2009′07′ 10]

一　
雄

修

裕

谷

子

水

‐本

く名称〉一方向クラッチ

く要約〉自動車用エンジンのベルト式補機駆動装置に、内外輪を相対回転可能に

支持する軸受と、内外輪の相対回転方向に応じて各スプラグの傾動方向

が切り換わることで内夕1輪間のトルク伝達を断接するクラッチ機構部と

が備えられた一方向クラッチ内蔵プーリを配置する際に、内外輪の空転

時に外輪に対しても各スプラグを招動させるとともに、内輪に対する角

スプラグの摺動速度を低下させ、各スプラグの摩耗が内輪側のカム面の

みで進行するのを回避してクラッチ機能の耐久性を向上させられるよう

にする。クラッチ機構部 4の保持器 4bを軸受 3の保持器 3bに連結し、

軸受 3の保持器 3bが外輪 2と 同じ相対回転方向に外輪2よ りも遅い相

対回転速度で回転するのに伴い、各スプラグ4aの相対公転速度を外輪

2の相対回転速度よりも遅くするようにした。

願 2000036523[200070ν 15]

開 2001226261[2001/08/211

登 4318153-[2009/06705]

畑  克彦
氣賀  望

く名称〉貼付薬用基材シート

く要約〉風合い及び柔軟性に優れ、皮膚に貼り付けた際に違和感がなく、薬剤バ

リヤ性及び耐薬品性に優れ、更に、廃棄処理が比較的容易である、ポリ

オレフィン系樹脂フイルムからなる貼付薬用基材シート。ポリオレフィ

ン系樹脂フイルムに、耐薬剤性接着層が積層されてなる貼付薬用基材

シート。

原頁2000-277515[2000′ 09′ 13]

開 2002‐ 87567[200● 703/27]

登 4313939-[2009′ 05/22]

大田 隆史 く名称〉搬送用突起付きベルト

く要約〉搬送用突起部材とベルト背面との間にlli送物力漱 み込まれることのない

搬送用突起付きベルトを提供する。ベルト背面に一体に立設された支持

部4と 、支持部 4を挟持する一対の脚部 7,8を有し且つ搬送面 6aが
ベルト走行方向を向くように支持部 4に固設された搬送用突起部材 6と

を備え、支持部4を挟持する一対の脚部のうち支持部 4のベルト走行方

向前佃1に位置する前側脚部 7と 、ベルト背面の前側脚部 7に対応する前

側脚部対応部9と 力対姜触している搬送用突起付きベルトにおいて、前側

脚都7を 、その脚部長さが支持部 4を挟んでベルト走行方向後側に位置

する後側脚部8よ り長く設定する一方、前側脚部対応部9を前側脚部が

緩嵌する凹部に形成する。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

願 2002169733[2002/06/H]

開 2004‐ 867212004/01/15]

登 4244282-[2009701′ 16]

樹

夫

哉

寛

邦

真

藤

宝

本

内

七

松

く名称〉皮膚貼付薬用基材シートとこれを用いてなる皮膚貼付薬

く要約〉粘着斉1層 中の薬剤や添加剤の基材シートヘの移行がなく、基材シートを

膨 l・lさ せず、しかも、柔軟で皮膚によく追随し、風合にすぐれ、皮膚感

覚を有する皮膚貼付薬用基材シートとそのような基材を用いてなる皮膚

貼付薬を提供する。本発明によれば、110デニール以下の糸からなる目

付け160g/m2以 下の編布がポリエチレンテレフタレートフィルムに

接着剤にて接着されてなり、10%モ ジュラスが縦及び横共に30N/
19mm幅以下である皮膚貼付薬用基材シートが提供される。更に、本発

明によれば、HOデニール以下の糸からなる日付け 150g/m2以下の

編布がポリエテレンテレフタレートフィルムの表面に接着されてなり、

10%モ ジュラスが縦及び横共に30N/19mm幅 以下である基材シート

と、ポリエチレンテレフタレートフイルムの裏面に設けられた薬剤を含

む粘着剤層とからなる皮膚貼付薬が提供される。

原頁2002-17533712002′ 06/17]

5月 2003-13013712003′ 05′08]

登 4234954-[2008/12′19]

藤本  浩 く名称〉伝動ベルト及びその製造方法

く要約〉圧縮ゴム層と接着ゴム層とがカロ硫接着されていると共に、上記接着ゴム

層内にアラミド繊itか らなる心線力濃 着されて理設されてなり、耐久性

と強力のいずれにもすぐれる伝動ベルトとそのような伝動ベルトの製造

方法を提供する。圧縮ゴム層と接着ゴム層とがカロ硫接着されており、上

記接着ゴム層内にアラミド繊維からなる心線が埋設されている伝動ベル

トにおいて、上記接着ゴム層と圧縮ゴム層が共にエチレンーα―オレ

フィンージエンゴム配合物の加硫物からなると共に、上記アラミド繊維

からなる心線が650～ 950の 範囲の上撚係数と下撚係数を有し、レゾル

シンーホルマリンーラテックス接着剤組成物にて接着処理されて、上記

接着ゴム層内に接着されて埋設されており、ここに、上記レブルシンー

ホルマリンーラテックス接着剤組成物中のラテックス成分の固形分の

50ヽ 100重量%がクロロスルホン化ポリエチレン及びアルキル化クロ

ロスルホン化ポリエチレンから選ばれる少なくとも1種である。本発明

によれば、このような伝動ベルトを生産1■よく製造する方法も提供され

る。

願 2002-231442[2002′ 08′08]

開 2004-68973〔 2004′03′04〕

登 4315362〔 2009/05ρ 9]

永谷 修一
川原 英昭
染田  厚

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉エンジンのクランクプーリ2と 、エンジンの始動時にスタータモータと

なり、始動後に発電機となる補機モジュールの回転軸 3上の補機プーリ

4と の間に補機ベルト8を巻き掛け、エンジンの始動時に補機モジュー

ルによリクランキングし、始動後はエンジンにより補機モジュールを駆

動して発電させるベルト伝動装置Aにおいて、基部で回動可能に支持さ

れた 1対のアーム16,17の先端部にそれぞれ補機プーリ4両側のスパ

ン8a,8bを 押圧するテンションプーリ28,38を軸支し、最大負荷の

伝動時でも張りlElス バン8a,8b側 の各アーム16,17を 回動可能とし
て、緩み側スパン8b,8aのベルト張力の調整を安定して行い得るよ

うにする。互いに一体化されたアーム16,17の 各々の中心線Ll,L2と 、

テンションプーリ28,38を ベルトスパン8a,8bが押すプーリ押圧方
向Fl,F2と のなすハプロード角θ hl,θ  h2が常に170° 以下になるよ

うに両アーム 16,17のなすアーム角θaを 設定する。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

原頁2002-245730[2002′ 08′26]

FT5 2004-84772[20047o3/18]

登 4248204-[2009′ 01′ 13〕

永谷 修―
川原 英昭
染田  厚

く名称〉ベルト伝動装置

く要約〉エンジンのクランクプーリと、エンジンの始動時にスタータモータとな

り、始動後に発電機となる補機モジュールの回転軸上の補機プーリとの

間に補機ベルトを巻き掛け、エンジンの始動時に補機モジュールにより

クランキングし、始動後はエンジンにより補機モジュールを駆動して発

電させるベルト伝動装置において、補機プーリ両側のスパンをそれぞれ

テンションプーリで押圧してベルト張力を付与する場合に、ベルトの緩

み側スパンのベルト張力を安定して保持できるようにする。先端部にテ

ンションプーリ29,30が軸支された 1対のアーム16,17の基端部を互

いに離れた位置Pl,P2に揺動可能に支持し、両アーム16,17の先端部

間を引張ばね36で連結して、テンションプーリ29,30がベルトスバン

8a,8bを押圧してベルト張力が発生するように両アーム16,17を 回
動付勢し、ベルト8の張り側スパンを押圧するテンションプーリのベル

ト巻付け角力滑 み側スパンを押圧するテンションプーリよりもイヽさくな

るようにする。

願 2002-26047412002709/05]

F■i2004-10074712004r04702]

登 4203286-12008′10/17]

浩

治

丈

耕田

林

福

〈名称〉ベルト伝動装置

く要約〉エンジンの取付面に相互に間隔を置いて配設された第 1及び第 2プーリ

間に巻き掛けられたVリ ブドベルトを押圧して張力を付与するオートテ

ンショナを備えるベルト伝動装置において、Vリ ブドベルトbのずれを

防止し低温の発生を低減しようとする。Vリ ブドベルトBが背面にて接

触するテンションプーリ1の外周面 16に、クランクプーリ2のベルト

退出位置での幅方向中央とパワステプーリ6のベルト進入位置での1幅方

向中央とを結ぶベルト弩区動ラインxOか ら、テンションプーリ1に巻き
付いたVリ ブドベルトBの巻付部分の半分となる位置におけるベルト幅

方向中央 xに向かうに連れて外径が小さくなるテーパ面16cを設け、こ

のテーパ面 16cの 大径部 16a側端部を、ベルト駆動ラインxOか ら上記
ベルト幅方向中央xよ り離れる方向にOmmを越えて20mm未満だけ
オフセットさせる。

願 2002-29408112002/10707]

開 2004127851〔 2004704/22]

登 4234970-〔 2008/12/19]

三橋  浩
外村 卓也
森  宣久
新居 俊男

く名称〉導電性被膜複合体及び導電性被膜の形成方法

く要約〉製造する際に加熱を必要としないか又は低温で加熱することにより高い

導電性を示し、耐熱性に乏しい基材上にも形成可能な導電性被膜複合体

を提供する。少なくとも多孔質の無機フイラーを含有する受容層と、金

属コロイド液を塗布し乾燥することにより形成される導電性被膜とから

なり、前記受容層と前記導電性被膜とが接している導電性被膜複合体。

願 2002-322235[2002′ 11′06]

開 2004-157289[2004′ 06′031

登 4210100-[2008′ 10′31]

浩

彦裕

田

田

一一一　
士
口

く名称〉電子写真装置用半導電性ベルト

く要約〉表面層がトナー離形性及び弾性ベルト基材に対する追従性に優れ、電子

写真装置に張架して走行させたときひび割れやクラックが発生せず、良

好な転写画質を得ることができる半導電性ベルトを提供する。薄肉円筒

状の弾性ベルト基材のタト周面に表面層を積層している電子写真装置用半

導電性ベルトにおいて、前記表面層の物性が引張 り破断強度 10～

23MPa、 引張り破断伸び280～ 680%、 弾性率9～ 65MPaであって、そ

の組成が、フッ素変性アクリレートと他のアクリレートとの共重合体

と、フッ素化オレフィンと、メタクリル酸メチルと他の (メ タ)ア クリ

ロイル基を含有する単量体との共重合体とを混合した3成分からなる材

料で形成されている。
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特許番号 発明者 発明の名称・ 要約

願 2002-330797[2002/11/14]

開 2004162839[200″06/10]

登 423498112008/1ν 19]

中本 雄二
藤原 勝良
川原 英昭
鈴木 智章

く名称〉伝動ベルト及びそれを備えたベルト伝動装置

く要約〉ベルト背面と平プーリとの間で生じる音をJ,市1で きる伝動ベルトを提供

する。伝動ベルトBは、経糸31及び緯糸32か らなる織布により構成さ

れた補強布33でベルト本体の背面lllが被覆されている。補強布30を構

成する緯糸32は、それがベルト表面に露出した各糸交錯部33において、

ベルト幅方向に対して角l■4を なして延び且つベルト表面に突出した線条

を構成している。

願 2002-33928412002/11/22〕

開 2004-169162[2004/06′ 17〕

登 4197250-[2008/10′ 10]

也

久

卓

宣

外

森

く名称〉金属コロイドlll、 その製造方法

く要約〉低温で加熱しても高導電性かつ強靱な被膜を得ることがで、耐熱性に乏

しい基材上でも製膜することができる金属コロイド液の製造方法、金属

コロイド液及びそれを用いてなる導電性被膜を提供する。タンニン酸を

含有する溶液と、イオン化列が水素より貴な金属の無機酸塩を含有する

溶液とを混合して金属コロイドlf4を製造する方法であって、混合後の

pHが 8ヽ 14である金属コロイド液の製造方法。

原頁2002-359713[2002′ 12/111

開 2004190790[2004/07/08]

登 426731312009/0,27]

範
　
一　
央

康

祐

方

川

見

湧

泉

く名称〉導電性ローラおよびその製造方法

く要約〉耐汚れ性に優れて安定した放電ができ、トナーに対して安定した帯電を

付与することのできるトナー帯電ローラに好適な導電性ローラを提供す

る。導電性を有する軸体 2と 、軸体 2の外周面に設けられる導電弾性層

3と 、導電弾性層 3の さらに外周に設けられる抵抗調整層4と を備え、

抵抗調整層 4が、少なくともフッ素化オレフィン樹月旨とアクリル樹脂と

を含んで構成される。

願 2003027224[2003Ю2041

開 2004-239314[20047708/26]

登 4250430-[2009/01/23]

浩

裕

彰

丈

孝

宏ムロ

林

堤

今

く名称〉Vリ ブドベルト、Vリ ブドプーリ及びそれらを用いたベルト伝動装置

く要約〉′し、線が埋設されたベルト本体の下面にベルト長さ方向に延びかつベルト

幅方向に並ぶ複数のリブ部を一体的に形成してなるVリ ブドベルトと、

外周面に複数のリブ溝が形成され、このリブ溝にそれぞれ上記Vリ ブド

ベルトのリブ部が係合することで、そのベルトが巻き
=卜
すられるVリ ブ

ドプーリとを備えるベルト伝動装置において、Vリ ブドベルト及びVリ

ブドプーリ間のミスアラインメント発生時に、Vリ ブドベルトの反り変

形によるベルト伝動装置の異音の発生を防止する。Vリ ブドベルトBの

リブ部 14,14,… のうち、ベルト幅方向両端に位置する各端リブ部 14a

と、この各端リブ部 14aに 隣接する中間リブ部 14と の間のリブビッチ

Pr′ を基準リブピッチPrよ りも小さくする。

願 2003-074646[2003/03/18]

開 2004277385(20114月 OЮ7]

登 4197264-12008′ 10/101

宏
誰
好

田

一司

稲

赤

林

〈名称〉新規な 1, 3, 5-ト リス (ア リールアミノ)ベ ンゼン類
く要約〉酸化電位が05～ 06V程度であり、酸化還元過程における可逆性にす

ぐれると共に、高いガラス転移温度を有し、更に、耐熱性にもすぐれる

ので、コーティング法によって、実用性にすぐれる有機半導体膜を容易

に_■t膜することができ、しかも、常温以上の温度で自体で、即ち、バイ

ンダー樹脂の助けなしに、安定なアモルフアス膜を形成することができ

るので、それ自体からなる安定で耐久性にすぐれる高性能な有機半導体

膜を形成することができる新規な1, 3, 5-ト リス (ア リールアミ

ノ)ベ ンゼン類を提供する。
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願 2003-095187[2003′ 03′31]

開 2004-301241[2004′ 10′28〕

登 4242687-[2009′01′09]

見方 康範 く名称〉ゴムローラの製造方法およびゴムローラ

く要約〉芯金とゴム層との分離力溶 易であり、しかも製造工程の後段や製品とし

ての使用時に於いては、芯金とゴム層とのズレが生じないようなゴム

ローラを製造する方法およびそのようなゴムローラを提供することを課

題とする。表面に無電解ニッケルメッキ層が形成された後、不活性化処

理による不活性皮膜が形成されてなる志金を用い、該志金の表面にゴム

層を形成するゴムローラの製造方法において、芯金にゴム層を形成する

前に、前記志金表面の不活性皮膜の一部を除去する。

願 2003144858[2003/0522]

開2004347028〔 2004/127091

登 4293836〔 2009/04/17]

栄

弘

次

雅

宏

田

飼

原

梅

犬

桑

く名称〉ベルト式伝動装置

く要約〉テンションローラにVベルトカヽ 動虫する際、プロックの凸部が隣合うブ

ロックの主面に乗り上げる現象をなくし、張力帯の異常張力の発生を防

止したベルト式伝動装置を提供する。駆動プーリと従動プーリとの間に

Vベルトを巻き掛けるとともに、テンションローラでVベルトの背面を

押圧してベルト張力を付与するように構成したベルト式伝動装置におい

て、Vベルトは、無端状の一対の張力帯 10と 、張力帯を嵌合する左右

―対の嵌合溝2を 両側部に形成し、張力帯に長手方向に等ピッチ間隔で

係止された多数のプロックlAと からなる。プロックは、上下方向中央

部が厚肉で、上下両端部にかけて漸次薄肉に形成されており、プロック

の一主面の上下方向中央部に上下方向の長穴状凹部 7aが形成され、他

主面の上下方向中央部に隣合うプロックの凹部に対して上下方向に余裕

度をもって嵌合する凸部 8aが形成されている。

願 2003-272923〔 2003/07′ 101

開 2005-30546[2005′ 02′03]

登 4299603-12009/04/24]

官田 博文
西川真―郎

〈名称〉伝動平ベルト用のアイドラ装置

く要約〉平ベルト伝動装置の平ベルト3の蛇行を防止する。平ベルト3に張力を

付与するアイドラ5の両側に伝動部材 6,6を設け、アイドラ5の中央
から平ベルト3が逸れて一方の伝動部材 6に接触したときに、平ベルト

3の走行力を利用してアイドラ5を平ベルト3に対して斜交いになるよ

うに変位させ、平ベルト3を 元に戻す力を発生させる。

願 2003376185[2003/HЮ 5]

開2005139272[2005/06/02]

登 4213016‐ 〔2008/11/07]

田口 善男 く名称〉ウレタン複合組成物

く要約〉ヲ1張強度及び破断伸びが大きく、機械的特性に優れたウレタン複合組成

物を提供する。架橋型ポリウレタン樹脂と前記架橋型ポリウレタン樹脂

中に分散された有機化粘土鉱物とを含有するウレタン複合組成物であっ

て、前記有機化粘土鉱物は、陽イオン交換能を有する層状粘土鉱物が、

水酸基を有し、かつ、分子量が 140～ 500であるアンモニウム塩化合物

を用いて有機化されたものであるウレタン複合組成物。

原貢2004‐ 097979[2004/03/30]

開 2005‐ 282725[2005/10/13]

登 4365713[2009/0828]

官田 博文 く名称〉伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置

く要約〉伝動ベルト3の蛇行を防止する。ブーリ本体 5を軸部材 31に てプーリ

軸Cl周 りに回転自在に支持し、プーリ本体 5及び軸部材 31を伝動ベ

ルト3の走行方向の手前側に傾倒角αで傾倒した枢軸C2周 りに揺動自
在に支持して、伝動ベルト3の片寄りを生じたときに、プーリ本体 5を

少なくとも軸荷重の方向において高低差を生ずるように傾斜させ、伝動

ベルト3を元に戻す力を発生させる。プーリ軸Clに対し偏′しヽした支持
軸C3を 有する強制機構がプーリ軸Cl及び支持軸C3の双方を軸荷重
L方向に延びる直線上に位置付けることによって、枢軸C2の傾倒角は
一定にされる。
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願 2004-119114[2004/04′ 14]

開 2005-299846〔 2005/10/27]

登 4318584[2009/06/05]

宮田 博文 く名称〉伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置

く要約〉伝動ベルト3の蛇行を防止する。プーリ本体5を軸部材 31に てプーリ

軸Cl周 りに回転自在に支持し、プーリ本体 5及び軸部材 31を伝動ベ

ルト3の走行方向の手前lElに傾倒角αで傾倒した枢軸C2周 りに揺動自
在に支持して、伝動ベルト3の片寄りを生じたときに、プーリ本体 5を

少なくとも軸荷重の方向において高低差を生ずるように傾斜させ、伝動

ベルト3を 元に戻す力を発生させる。ブーリ軸Clに対し偏心した支持
軸C3を有する強制機構がプーリ軸Cl及び支持軸C3の双方を軸荷重
L方向に延びる直線上に位置付けることによって、枢軸C2の傾倒角は
一定にされる。

願 2004-119118[2004/04/14]

開 2005299847〔 2005/1027]

登 4359179[2009/08′ 14]

官田 博文 く名称〉伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置

く要約〉伝動ベルト3の蛇行を防止する。プーリ本体 5を軸部材 31に てブーリ

軸Cl周 りに回転自在に支持し、プーリ本体 5及び軸部材 31を伝動ベ
ルト3の走行方向の手前側に傾倒角αで傾倒した枢軸C2周 りに揺動自
在に支持して、伝動ベルト3の片寄りを生じたときに、プーリ本体 5を

少なくとも軸荷重の方向において高低差を生ずるように傾斜させ、伝動

ベルト3を元に戻す力を発生させる。プーリ軸Clに対し偏心した支持
軸C3を 有する強制機構がプーリ軸Cl及び支持軸C3の双方を軸荷重
L方向に延びる直線上に位置付けることによって、枢軸C2の傾倒角は
一定にされる。

願 2004-122424〔 2004/047191

開 2005-308009〔 2005/11/04]

登 4373839-[2009′09/11]

宮田 博文 く名称〉伝動ベルト用プーリ及びベルト伝動装置

く要約〉伝動ベルト3の蛇行を防止する。円筒状のプーリ本体5を ベアリング6

の外輪と兼用する。該ベアリング6の内輪 6aに シャフト8を挿入する
とともに、該ベアリング内輪 6aの内周側に樹脂の摺動材からなる一対
の連結部材 7,7を 一体的に設ける。シャフト8の外周面とこれに対向

する各連結部材 7の 内面とに、軸荷重によって互いに摺動自在に接触す

る平坦な摺接面 7a,8aと 、互いに嵌合されて上記平坦面 7a,8a
に直交する枢軸C2を構成する断面円形の貫通孔 8b(凹部)及び凸部
7bと 、を形成する。

願 2004-196429〔 2004/077021

開 2006-18065〔 2006′01′ 19]

登 4342390-[2009/07/17]

大西  淳 〈名称〉電子写真装置用現像部材

く要約〉トナーヘの帯電付与性能の低下を抑制しつつ、表面層の割れを防ぎ得る

現像部材を提供することにある。ゴム基材と、該ゴム基材の表面側に設

けられ、摩擦によリトナーを負帯電させる表面層とを備え、該表面層が

エポキシ樹脂とアクリル樹脂とを含む樹脂混和物からなる電子写真装置

用現像部材であって、前記表面層は、前記樹脂混和物が溶媒に溶解され

た溶液を塗布して加熱することにより形成されてなり、前記アクリル樹

脂として、メタクリル酸―メタクリル酸メチル共重合体からなる主鎖に

アミノエチル基がグラフトされてなるグラフト化合物が用いられ、前記

エポキシ樹脂がビスフェノールタイプのエポキシ樹脂であり、且つ前記

アクリル樹脂 100重量部に対して 1ヽ 10重量部配合されてなることを

特徴とする電子写真装置用現像部材を提供する。

願 2004302352[2004/10/18]

開 2006H2574[200αO″ 27]

登 4214105〔 2008/H/07]

松下 啓士 〈名称〉歯付ベルト及びその製造方法

く要約〉ベルト歯部に不織布繊維の含浸を深くして歯部の岡1性を向上させ、耐久

性を向上させた歯付伝動ベルトの製造方法を開発し、高強度 長寿命の

歯付伝動ベルトを提供する。抗張体が歯底面に沿って埋入された歯付ベ

ルトにおいて、歯高さの70%以上の範囲に不織布繊維が拡散している

歯付ベルト。
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願 2005-061380[2005′ 03′04]

開 2006-241377[2006′ 09′ 14]

登 4256854-[2009′02′06〕

日田
夫

章
［

文

邦

裕

山

宝

藤

西

七

佐

く名称〉ポリエステル樹脂シート及び積層シート

く要約〉優れた3次曲面への成形4生、印刷した際のインク密着性、基材に貼り付

けた際の粘着力や剥力`した際の糊残り等の粘着適性及びカレンダー加工

性を有するポリエステル樹脂シート及び積層シートを提供する。テレフ

タル酸、ナフタレンジカルボン酸、1,4-シ クロヘキサンジカルボン酸

及びイソフタル酸の少なくとも1種を80ヽ 100モ ル%を含む酸成分と、

炭素数2～ 10のジオールを80～ 100モ ル%含むジオール成分とを構成

成分とするポリエステル樹脂 (a)、 テレフタル酸50～ 95モ ル%及び

イソフタル酸5～ 50モ ル%を含む酸成分と、エチレングリコールを含

むジオール成分と、ポリエーテルとを構成成分とするポリエステル樹脂

(b)、 並びに、滑剤を含有し、上記 (a)及び (b)の 混合比 (a)/
(b)は 、質量基準で2/98ヽ 70/30である樹脂組成物を成形するこ

とにより得られるボリエステルlil脂シート。

源貞2005-21769112005707727]

開 2007031586[200770"D81

登 4294621-12009/04/17]

晶

童
［
夫

文

裕

邦

山

藤

宝

西

佐

七

く名称〉ポリエステル樹脂シート

く要約〉優れた3次曲面への成形性、印刷した際のインク密着性、抗菌性、防カ

ビ性及びカレンダー加工性を有するポリエステル樹脂シートを提供す

る。テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、1,4-シ クロヘキサンジ

カルボン酸及びイソフタル酸からなる群より選択される少なくとも1種

を含むジカルボン酸成分と、炭素数2～ 10の ジオール成分とを構成成

分とするポリエステル樹脂 (a)、 テレフタル酸50～ 95モル%、 及び、

イソフタル酸5～ 50モ ル%を含むジカルボン酸成分と、エチレングリ
コールを含むジオール成分と、炭素数 2以上の繰り返し単位を有するポ

リエーテルとを構成成分とするポリエステル樹脂 (b)、 滑剤 (c)、 並

びに、抗菌防カビ斉J(d)を含有し、上記 (a)及び上記 (b)の 混合
比 〔(a)/(b)〕 は、質量基準で2/98～ 45/55で ある樹脂組成
物を成形することにより得られるポリエステル樹脂シート。

原頁2006-106507[2006′ 04/07]

開 2007‐ 278411[2007/10′ 25]

登 4288370[2009′ 04/07]

山口 修由
古田 智基
加奈森 聡

く名称〉ダンパー装置

く要約〉建築構造用および木造構造用骨組みの岡1性や強度を向上でき、施工が容

易であり、等価減衰定数が大きく、エネルギー吸収効果が高く、岡1性

耐力 減衰量 変形能力などに関する設計の自由度が高く、また材料お

よび機能面からメンテナンスフリーなダンパー装置を提供する。内筒状

岡1性部材13の外周側に同内筒状剛性部材 13を 囲続するように外筒状岡1

性部材 12を 配置するとともに、内外の前記同1性部材 12 13間 に粘弾性

エネルギー吸収体14を介在させて相対変位可能に一体的に結合してな

るエネルギー吸収ユニット構造 1-1を備えたダンパー装置 1である。

願 2006-14588012006705725]

開 200731634112007710/06]

登 433059912009706726]

司

行

治

隆

貴

定

木

瀬

村

〓
Ｔ
水

中

く名称〉電子写真装置用クリーニングブレード

く要約〉球形 (真球状、異形状)で、かつ、小粒径の重合法トナーを使用した場

合であっても像担持体表面の残留 トナーのすり抜けを良好に防止し、優

れたクリーニング性を有する電子写真装置用クリーニングブレードを提

供する。弾性ゴム部材及び支持部材を有する電子写真装置用クリーニン

グブレードであって、上記弾性ゴム部材は、相手材に当接するエッジ先

端角度が95ヽ 135度 であり、かつ、先端部にクリーニング面に垂直な

面を有する電子写真装置用クリーニングブレード。
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原真2006-176556[2006′ 06′27]

開 2008-008957[2008′ 01′ 17〕

登 4222521-[2008′ 11′28〕

廣富  賢 く名称〉電子写真装置用弾性部材及びその製造方法

く要約〉製造工程中のミキシングチャンバー内での汚染を抑制すること、及び、

硬化脱型時間を短縮して生産性を向上させることが可能な電子写真装置

用弾性部材、並びに、その製造方法を提供する。IT化触媒として飽和脂

肪酸アルカリ金属塩及び有機スズ化合物を用いて得られるポリウレタン

からなることを特徴とする電子写真装置用弾性部材。

原頁2006-206850[2006/07/28]

開 200832134[2008/02/14]

登 4322269-[2009′06′ 121

中嶋栄二郎 く名称〉Vリ ブドベルト

く要約〉複数のV形ゴムリブ5を 有し、該ゴムリブ5に は短繊維 6が配合されて

いるとともに、該短繊維 6の うちの一部が上記ゴムリブ側面5aに突出

しているVリ ブドベルト1において、正常運転時にはゴムリブ側面 5a

の従動プーリV溝表面に対する見かけの動摩擦係数を低く保つととも

に、従動プーリがロックされて上記ゴムリブ側面Sa及びプーリV溝表

面同士が互いにスリップした場合に、確実に上記見力ヽ ナの動摩擦係数を

上昇させてプーリに作用するトルクを増大させることで、例えばDL

プーリ10に内蔵されたトルクリミッタ16を確実に且つ早期に作動させ

てベルト1の破断を防止する。ベルトスリップ時におけるゴムリブ側面

5びプーリV溝間の摩擦熱によリゴムリブ側面5aに突出する短繊維6a

を熱収縮させて、該短繊維6aがゴムリブ 5の内部に埋没するように構

成させる。

願 2006-21306812006/08′ 04]

開 200841869[2008/02′ 21]

登 4227158-[2008/12/05]

実ロー

信隆

畑

司

古

赤

〈名称〉有機エレクトロルミネッセンス素子

く要約〉低い駆動電にて高い効率で作動する有機エレクトロルミネッセンス素子

を提供する。一般式 (I)(式 中、Rl、 R2及びR3はそれぞれ独立に水素

原子、アルキル基、置換基を有していてもよいシクロアルキル基又は置

換基を有していてもよいアリール基を示す。)で表されるトリ (p―
ターフェエルー4-イ ル)ア ミン類を正孔輸送剤として含む正孔輸送層

とイオン化ポテンシャルが52-5 6eVの 範囲にある芳香族第 3級アミ

ン類からなる正孔注入斉Jを含む正了し注入層とを備えていることを特徴と

する有機エレクトロルミネッセンス素子が提供される。

原頁2006-328201[2006′ 12′05〕

開 2008-137342[2008′ 06′ 19]

登 4214161-[2008′ 11′07]

実松健太郎

高橋 伸治
納谷 政秀
林  丈浩

く名称〉伝動ベルトの製造方法

〈要約〉ゴム接合部において接合が外れてしまうのをr,え る伝動ベルトの製造方

法を提供する。伝動ベルトの製造方法は、未架橋ゴムシート31が周方

向に接合されて形成された筒状ゴムを構成する筒状ゴム構成ステップ

と、筒状ゴム構成ステップで構成した筒状ゴムで円筒状成形型を被覆す

る成形型被覆ステップと、を備える。筒状ゴムのゴム接合部が内側から

覆われるように、そのゴム接合部にマーク熱転写シート35を 熱圧着す

る。

願 2008-091665[200SttD3/31]

開 2009-244630[2009/10/22]

登 421781l12008月 1/21]

幸

也

春

勝

道

口

〓立
　
‐‐，Щ

〈名称〉フロアマーキング用シート及びフロアマーキング用シートの施工方法。

く要約〉敷設する床面やグラフイックシートなどを傷めることがないフロアマー

キング用シートを提供する。床面Faに密着する面 2bと 反対の面 2aに

接着剤層 5が設けられている、エチレンープロピレンゴム (EPDM)組

成物からなる加硫ゴムシート2と 、おもて面3aに広告や誘導サイン等

のデザインが施されている高極性の有機高分子材料からなるグラフイッ

クシート3と を、接着剤層 5を 介して積層させる。
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幸

也

春

勝

道

口

エヱ

山

幸

也

喜

仁

和

之

春

勝

裕

　

智

雅

道

口

藤

回

賀

野

立

山

佐

谷

古

中

特許番号

願 2008293303[2008Ю37311

開 2009-244844[2009′ 10/22]

登 4294720-[2009′04′ 17]

発明の名称・ 要約

く名称〉フロアマーキング用シート及びフロアマーキング用シートの施工方法

く要約〉敷設する床面やグラフイックシートなどを傷めることがないフロアマー

キング用シートを提供する。床面Faに密着する面 2bと 反対の面 2aに

接着剤層 5が設けられている、エチレンープロピレンゴム (EPDM)組

成物からなる加硫ゴムシート2と 、おもて面3aに広告や誘導サイン等

のデザインが施されているポリプロピレンからなるグラフイックシート

3と を、当該グラフイックシート3の裏面3bに 設けられている粘着剤

層6と 加硫ゴムシート2の接着剤層5と が接するように積層させる。

く名称〉フロアマーキングシート及びフロアマーキングシートの施工方法

く要約〉敷設する床面またはメデイアを傷めることがなく、防炎性能にも優れた

フロアマーキングシート及びフロアマーキングシートの施工方法を提供

する。床面Fに密着させるゴム面6と 反対の面に接着剤層 4が設けられ

ているゴムシート2と 、広告や誘導サインまたは装飾用の模様などが記

録されているシート状のメディア3と を、メディア3の一方の面に設け

られている粘着剤層 9と ゴムシート2の接着剤層4と を,十向させた状態

で積層し、メディア3の他方の面に、難燃性を有する樹脂からなる保護

層 12を設ける。
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新製品紹介

F!owMeta10 GW-1000シ リーズの紹介

(担当 :R&Dセ ンター 新事業推進部 技術グループ)

1 概要

当社では、昨年度に販売を開始し、ご好評を頂いている水系銀ナノ粒子FlowMctJ° SWシ リーズに引き続き、本
年度新たに、水系金ナノ粒子 FlowMctJ° CW-1000シ リーズを開発しました (表および写真については、本号の技術

資料参照)。 FlowMctが°SWシ リーズと同様、環境 安全に配慮して水系分散媒を使用していることと、低い焼成温
度で優れた導電性を発揮できることが最大の特長です。さらに、金が固有に持つ耐酸化性、耐腐食性、装飾性などを

活かして、銀が使いづらかった用途に対しても広くお使いいただけると考えております。

2 特長

① 分散媒が水および水系溶媒で構成されているため、取り扱う上で、環境面、安全面での大きなメリットを有して
います。また、表面張力、粘度などの調整が比較的容易であるため、インクジェット、フレキソ、ディスペンサ

など印
『
1方法に適 した液特性の調整が可能です。さらに、水系であるため、プラスチック基材はもちろん、関連

部材を侵しにくいメリットを持ちます。

② ハンダのリフロー温度以下の150℃の加熱で、10μΩcmの体積抵抗値が得られます。そのため、耐熱性の低いプラ
スチックフィルム上での導電被膜の形成が可能であることに加えて、周辺の電子部品への熱刺激を抑えることが
できます。さらに低い体積抵抗値が必要な場合は、250℃の加熱で5μΩcmま で下げることが可能です。この体積

抵抗値は金の固有値の約2倍程度です。

① 50w協 もの高固形分濃度にすることが可能であるため、厚膜形成が可能です。従来の技術では金は密度が高く、高

濃度での安定分散が困難でしたが、FlowMctJ①  GW-1000シ リーズでは冷蔵下で1ケ 月程度の安定性を確保してお

ります。

④ 金属ナノ粒子表面は通常、有機物で被覆されていますが、FlowMcta⑩  GW-1000シ リーズは有機分含量が比較的少
ない特徴を持ちます。そのことに由来し、焼成時の体積収縮が小さく、クラックが生じにくいため、緻密な被膜
の形成が可能です。

3 今後の日owMeta。シリーズの製品開発
FlowMctal・ シリーズについては、R&Dセ ンターを中心に、引き続き製品開発を進めております。現在のところ、
加熱不要で導電被膜が形成可能なインク、システムの開発、プリンタブルエレクトロニクスの普及に不可欠と考えら

れている銅インクなどの先端的な材料開発を行うとともに、これらのインク技術をベースとして、不純物イオンの低

減、密着性、被膜強度の向上、耐久性の向上など、FlowMctJ① シリーズを使いやすくする付帯技術の開発を進めてお

ります。
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新製品紹介

バンドーヒー トキャリーHC1500の紹介

(担当 :産業資材事業部 技術部 コンベヤ技術グループ)

ベルト表面温度が 100℃～200℃の使用領域において、従来の高温耐熱コンベヤベルト「バンドーヒートキヤリー

HC710(以下、HC710と いう)」 の2倍以上の耐クラック性 耐摩耗性を保持するコンベヤベルト「バンドービート
キヤリーHc1500(以下、HC1500と いう)」 を開発いたしました。

1 開発の背景・ねらい

高温耐熱コンベヤベルトの主要業種は、鉄鋼 セメント等でありますが、近年搬送ラインの高速化や搬送量増加等

によリコンベヤベルト表面の温度が上昇しており、これに伴いコンベヤベルトの寿命が低下しております。また、保

守メンテナンス要員やメンテナンス費用の削減に伴い、更なる長寿命化の要求が高まっております。

そこで、高温耐熱コンベヤベルトの寿命モードであります熱による表面カバーゴムのクラツク性および摩耗性を

向上させることを目的として、カバーゴムの熱老化特性および耐摩耗性を大幅に向上させ、従来のHC710に比べ長

寿命化を図つたHC1500を 開発いたしました。

〈用途 〉

製鉄所 (焼結鉱、焼結原料、コークス等の搬送ライン)
セメントエ場 (ク リンカ、セメント製品、乾燥石灰石、乾燥粘土等の搬送ライン)

その他鋳物砂等の高温搬送ライン

2 特長

① 耐熱老化性

165℃ オープン中で熱老化させ、破断伸びの変化を確認した結果、HC1500は 、Hc710と 比較して大幅に向上して
いることが確認できました。

Fig l 165° C熱老化における破断伸びEBの経時変化
(オ リジナルのHC710の破断伸びEBを 100と する)
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② 耐摩耗性

165℃オープン中で熱老化させた後にDIN摩耗試験による摺動摩耗の変化を確認した結果、熱老化後 (168hr後 )の

HC1500の摩耗量は、HC710の約 1/2の摩耗量に減少することが確認できました。

０。

５。

００

５。

。

２

　

　

１

　

　

１

劣

↑
‥
　
　
　
Ｄ
‐
Ｎ
摩
耗
量

日92165° C熱老化による摺動摩耗の変化
(DN摩耗試験による)

オリジナルのHC710の 摩耗量を100と する

麟 オリジナル

1 68hr後

HC71 0         HC1 500

また、同条件で熱老化をさせ、さらに 150℃ 条件下で PICO摩耗によるチップカット摩耗の評価を行った結果、

HC15Kllは、オリジナルのHC710よ り摩耗量が約 1/2に 減少するとともに、熱老化後 (168111後 )の摩耗量も約 1/4
と大幅に減少することが確認できました。

Fig 3 165° C熱老化によるチップカット摩耗の変化
(150° CでのPICO摩耗試験による)
オリジナルのHC710の摩耗量を100と する

劣

↑

　

　

Ｐ
‐
Ｃ
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200

150
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0

HC71 0          HC1500
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3 実際のラインでの使用事例について

① 鋳物砂搬送ラインでの使用例

従来の高温耐熱コンベヤベルトを使用しているラインで、接合部のカバーゴムにHC1500カ バーゴムを用い、使用

後のベルト表面状態の比較を行いました。(使用時のベルト表面最高温度260℃ )

従来品

さらに、同ラインで使用されたHc1500と 従来品の寿命比較を行った結果、HC1500の寿命は従来品の約 2倍とな

りました。

Fu 4鋳物砂搬送ラインにおける寿命比較 (ベルト表面温度max260° C)
6

５

４

３

２

１

寿
命
ま
で
の
期
間

Ｔ

月
）

HC1500

HC1500カバーゴム(接合部)
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② セメントクリンカ搬送ラインでの使用例
ベルト表面温度 :100～ 180℃

搬送物温度   :100～ 300℃
ベル ト長さ   :約 250m

目g5 クリンカー搬送におけるカバーゴム残存厚みの推移

ラインの取替え基準

残
存
ゴ
ム
厚
み

品

）

従来品は 1年経過後、約 4 mm磨耗しているが、Hc1500は 約 l mmし か磨耗しておらず、従来品に対して、寿命
が約 2倍以上となりました。

③ 製鉄所の焼結鉱搬送ラインでの使用例
ベルト表面温度 :150～ 180℃
ベルト長さ   :39m

日g6 焼結鉱搬送ラインにおけるカバーゴム残存厚みの推移

残

存

ゴ

ム
厚

み

品

）
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ヽ

ヽ
、  ヽ
、`、、、         夕

c1500

ダ 、ヽ、＼

午
来品 ｀、  、

3     4

使用期間 (ケ 月)

従来品が約4ケ 月で寿命に達しているのに対して、HC 1500は約 7ケ 月の走行を達成しました。
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新製品紹介

バンドージーキャリーG―CARRYの紹介

(担当 :産業資材事業部 技術部 コンベヤ技術グループ)

石炭、鉱石、石灰石、セメント、砕石、本材チップなどのバラ物搬送の汎用的な用途における標準仕様コンベヤ

ベ ル トに つ い て 従 来 の 製 品 体 系 を一 新 、「 バ ン ドー ジー キ ャ リー G CARRY(以 下 、C CARRYと い う )Jと して新 た

に体系化しました。

1 開発の背景・ねらい

コンベヤベルト標準仕様は、ベルト強度〔N/mmlに よって区分され体系化されています。コンベヤベルトの重要な

要求品質として、使用条件より算出された最大張力を基に設計される強度[N/mm]が ありますので、この算出結果を基

に必要な強度を有す仕様を選定します。しかしながら近年のコンベヤベルトでは高速化による搬送能力増加や大Tl高

比重物搬送などの要求により、同等の強度を有すベルトに対しても、より優れた耐衝撃性、耐1歯込み性といった機能

が求められてきています。これらの要求に対応すべく、′し、体ψt布の71種変更、積層枚数増加を初めとした改良を繰り

返すことでベルト品種は多様化してきました。

C CARRYでは、心体りt布が少層構造でも多層構造と同等以上の耐久性を有すことを日的とし、′亡、体帆布の新規設
計を行うことで、ベルトを軽量化するとともに、標準仕様を統合(301■→ 13種)し在庫量を削減しました。またカバー

ゴムについても、天然ゴムを主とした配合によって製造時のC02排出量低減し、かつ強度250[N7111m]以 上の仕様では

裏カバーに少走行抵抗のゴムを採用することで使用時の電力量を低減させるなど、対環境に対しても考慮した製品体

系としました。

2 G CARRYの製品体系

従来の製品体系に対する、c cARRYの製品体系を{Table llに 示します。

ITaЫe l]従来仕様とG CARRYの製品体系

強度

[N/mm]

従来の製品体系 G CARRYの 製 品体系
心体帆布 カバーゴム

品種
数

心体帆布 カ バ ― ゴ ム

謂1種数
種類 PLY

厚さ

[mm]
種類 種類 PLY 厚さ[mmJ 種類

100 EP 1,2
15× 15
30× 15

JIS― P

4 EP 1 15× 15

JIS― P

l

EP 2
15× 15
30× 15 3 EP 2 30× 1 5 1

160 EP 2,3 30× 15 2 EP 2 30× !5 1

250 EP,NN 2,3 50× 15

JIS― G

3 EP 2 50× 15

JIS―G
(裏カバー

少走行抵抗)

1

EP,NN 3,4 50× 15
60× 30

6 EP 2 50× 15 1

400 EP,NN 3,4 50× 15
60× 30

6 EP 3
50× 15
60× 30

2

500 EP,NN 3,4 50× 15
60× 30

6 EP 3
50× 15
60× 30

2

630

標準仕様無し

0 EP 3
60× 30
80× 30 JIS― S

(裏カバー

少走行抵抗 )

2

800 0 EP 4
80× 30
100× 30

2

30希重 13種
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EP帆布の耐衝撃性を向上することで全心体帆布をEP帆布に統一するとともに、全強度に対する積層枚数も統一。

これにより品種数を30種から13種に削減。

強度 250〔 N/mm]以上の仕様では、裏カバーゴムを少走行抵抗効果を有すゴムに変更。

3特長

① 耐環境性,省エネ効果

(a)耐環境性

t、体帆布の積層枚数低減、及び天然ゴムを主としたカバーゴムヘの配合改良により、ベルト全体に対する石油系

材料比率を低減し製造時のC02排出量を約30[on/年 ]低減しました。従来仕様に対し、幅 :750[mm],強 度 :315[N/

mm],表裏カバー厚 :50× 15[mm]の仕様における、石油系材料,非石油系材||の使用比率はIFig lIの ように削減
されました。

従来仕様 G―CARRY

石油系材料 :37%非石油系材料 :35%

石油系材潤 :65% 非石油系材料 :63%

lFg llベル ト仕様 :幅 750〔 mml,強度 :315[N/mml,表 裏カバー厚 :50× 15[mm]
における石油系材料と非石油系材料の使用比率

(b)省エネ効果

強度250〔 N/111m]以上の仕様では、裏カバーに少走行抵抗のゴムを使用することにより運転時の所要FIJ力 を低減し

C02排出量を削減します。co2排出量削減の効果は使用条件により異なりますが、使用条件を仮定した際のC02削

減量の推定算出結果をICraph Jに示します。(機長が長いラインはど所要動力が大きくなりC02削減効果も大きくな

ります。)

使用条件

ベルト強度 :81Xl〔N/mm]ベ ルト幅 :121Xlimm]
搬送量 :1500[t/h]ベ ルト速度 :90[m/1111nl

揚程 :0[m](水平ライン)

キャリアローラビッチ :lo[m]

稼働時間 :10[hrS/dayI× 300[dayttcal

/
〆

/

/
/

ノ

/

/

100 500

水平機長 [m]

IGraph ll指 定条件における水平機長Im]に対するC02削減量(算出値)

４
　
　
　
３
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② 心体帆布の耐久性

(a)耐摩耗性

630[N7mm]の 強度のベルトに対し、従来ll布 は4層構造とし

ていますが、新規帆布では 3層構造としています。

IFig 2]の ような方法により新規 llt布 と従来帆布各 1層 を一

定時間摩耗させた後に残存強度[Nハmゎ ly]を 測定することで両

者の耐摩耗性を評価しました。各 ll布 に対する摩耗時間と残存

強度[N lllmゎly]の関係をIGraph 21に示します。またりt布 を積層

したときの強度を想定するために、この結果に各積層枚数を乗

じ、公称強度 630N nnmに対する保持率に置き換えて表示した

ものをlGraph 3]に 示します。新規 lt布では少層構造でも、多

層構造の従来ll布以上の強度を保持しており優れた耐摩耗性を

有していることがlF認 されました。

4       8       12      16      20

摩耗時間 [mh]

IGraph 2]1層 での評価結果

―＼

― 一
  

―

新規帆布 (× 4層 ) 従来帆布 (× 5層 )

[Graph 4]帆 布の耐引裂き性 評価結果 (n_4)

プーリ外表面に

サンドペーパ(#240)
貼り付け

各時間摩耗させたllt布 に対 し

引張強度(TBlを測定

[日g21帆布の耐摩耗性 評価方法

4       8       12      16      20

摩耗時間 [m lll]

[Graph 3]各 積層枚数を想定 した結果

(新規帆布 :I× 3層 1)

(従来帆布 :I× 4層》

.T価サンプル :1肌布(1層 )
W75mm× L500nlm

外面速度 :約 25m lllin

回転速度 :401pm

一ド
一
千
本
じ
や
ト
マ
里

日
ミ
ｚ
０
３

樫
績
二
“

罫
Ｑ
日
に́
こヽ

樫
急
性
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(b)耐噛込み性

[Fig 3]の ような方法で、従来帆布を5層積増したベルトと、新規ゆt布 を4層 IB層 したベルトを引裂き、両者のll

引裂き性を評価しました。この結果をIGraph 4]に 示します。

.■価サ ンプル

′し、体帆布を積層 し加硫 したもの
W100mm× L500mm

12

10
Z
夕 08

506
。
04

引裂 き速度 :50mm nnin

引裂き力 [N]

[Fo 31帆布の耐引裂き性 評価方法

２

　

０

０
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3押
付け力駄N]

評価サンプル
W250mm× L250mm

また、IFig 41のような方法で、従来帆布を5層積層したベルトと、新規帆布を4層積層したベルトに球状の鉄片

を押し付け、座屈に至る押付け力を評価しました。この結果をlGraph 51に 示します。

12

10
Z
‐ 08

§06
‐
04

02

0

― 一
   

―

[目g4〕 帆布の耐噛込み性 評価方法

新規帆布(× 4層) 従来帆布(× 5層 )

lGraph 51帆 布の耐噛込み性 評価結果 (n=2)

新規帆布は従来帆布に比較し、積層枚数が少なくても同等以上の耐引裂き力性能を有していることが確認されま

した。

(c)耐衝撃性

IFig rolの ような方法で、従来帆布を5層積層 したベル トと、新規帆布を4層積層 したベル トに搬送物を想定した

衝撃を与え、両者の各層帆布に発生した損傷の有無を確認しました。この結果をITable 21に 示します。

衝撃治具 :36kg

lF g 51帆布の耐衝撃性 評価方法
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落下高さ

[mm]
衝撃力

[N m]

心体帆布種

各層の心体帆布に発生した損傷の有無

←表側 裏収1→

1層 目 2層 目 3層 目 4層 目 5層 目

450

(1590)

新規帆布
×4層

缶
¨

缶
¨

霊
¨

従来帆布
×5層

有 征 征
¨

征
¨

550

(1943)

新規帆布
×4j層

缶
¨

霊 霊
〔

従来帆布
×5層

650

(2296)

新規帆布
×4層

缶
（

缶
ヽ

従来帆布
×5層

[TaЫe 21帆布の耐衝撃性 評価結果

新規帆布は従来帆布に比較し、積層枚数が少なくても同等以_ヒの耐衝撃性能を有していることが確認されました。
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TOPICS(2008.11～ 2009.10)

２。０８
０11月

２。０９
０

０

●南米駐在員事務所を開設 (ア ルゼンチ
ン・プエノスアイレス)

3月

●当社連結子会社である

株式会社バンテックを

吸収合併

●「バンドーテクニカル

レポートNo 13」 を発

行

6月

●2009国際食品工業展「F00MA JAPAN
2009」 に出展 (東京ビッグサイト)
(P48を ご参照ください)

●名古屋支店が名古屋市エコ事業所認定を

取得

●地球環境 とエ ネルギーの調和展
「ENEX2009」 に出展(東京ビッグサイト・

5月

●低温焼成金ナノ粒子
「FlowMetal CWシ
リーズ」を開発
●新型の高温耐熱コン
ベヤベルト「バン

ドーヒートキャリー

1500」 を販売開始

●「環境報告書2009」 を発行
(P48を ご参照ください)

●環境・省エネ対応コンベヤベルト「バン

ドージーキャリー G―CARRY」 を販売開
始

10月

● トルコ合弁会社の株式を追加取得
(P48を ご参照ください)

2月

インテックス大阪)

7月

8月

9月
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TOP:CS(200811～ 200910)

2009年 6月 に東京 (東京ビッグサイト)で開催された

「F00MA JAPAN 2009J に出展。ヽたしました。

同展は、食品機械を中′亡ヽに原料処理から製造、物流に

いたるまでの食品製造プロセスを網羅したアジア最大

級の「食Jの総合トレードショーであり、当社では樹

脂コンベヤベルト(バ ンドーサンラインベルト)な ど

を紹介いたしました。

2008年 度の環境保全活動への取り組み実績をまとめ

た「環境報告書2009Jを 発行いたしました。今回で第

9回 日となる同報告書は、環境基本方夕1、 環境に配慮

した製品開発の取り組みなどを紹介しております。

詳制1は当社ホームページにてご覧いただけます。
(ト ンブベージ〈llt「〃WWW bando cojP'よ り「環境保全への取

組みJに進んでください)

環境報告書2009

BA¨

|

2009101ト ルコ合弁会社の株式を追加取得

2003年にKockaya H01ding A S(本 社 :ト ルコ共和国イスタンブー

ル)と 合弁にて「BandO KOckaya Bc■ Manuictunng(TurkCy),InC」

(本社 :ト ルコ共和国コジェエリ)を 設立 し、自動車月l伝動ベル ト

および一般産業用伝動ベル トの製造 販売事業を行ってまいりま

したが、欧州、ロシアおよび中東全域の伝動ベル トのさらなる拡

販強化のため、2009年 10月 7日 をもって Bando Kockaya BcL

ManuFactu五ng(TurkCy),Incを 当社グループloo%出資子会社とし
ま した 。 な お 、 同 社 社 名 も「 BandO BcI Manuhctunng(TurkCy),

Inc Jに変更いたしました。

2009国際食品工業展
「F00MA JAPAN 2009」

「環境報告書2009」
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国内事業所

本社事業所

神戸lj中央Xttlt市町4TH6希6号 〒6500047
TELlt70 3042923 DttlJ7'3に 2983

東京支店

束り`都港区芝41日 1番23号 (■ コNNビル)〒 100∞ 14
TELO)54諄 911l FAN●

"54849112
名古屋支店

名古屋市中オIX名駅3「 H25番 3号 (大橋ビルディング)〒4“∞υ
TI L● 5,5穆3251 FAk● 5"5814681

大阪支店
人販市淀川区西中島61日 1番 1号 新大阪プライムタヮー 〒532つ 011
TEL(06)480,1110 FAk(06)480'1112

南海工場

大阪1任泉市市‐m.5T日 20番 1号 〒5900526
TEL(072)482771l FAN(072)4路 1173

和歌山工場
和歌山囁紀の川li挑山町最上1242番 lL5 〒o・96111
TEL("36)6∞ 999 FAX(0736)662152

加古川工場

兵庫県lll古川市1=Fll'fL‖字コモ池の内648 〒

“

,0104

TEL(078)q423232 Fハ X(o78)q● 23389

足利工場

ll木県足利市荒金‖∫188番6号 〒32C0832
TEL(0284)724121 さミ  (o284'72“26

国内関係会社
■販売・力]エサービス関係会社
|ヒ海道バンドー株式会社

バンドー福島販売株式会社

東日本バンドー林式会社

バ ンエ業用品株式会社

浩 洋 産 業 株 式 会 社

|と陸バンドー販売株式会社

西 日本バン ドー株式会社

バンドーエラストマー林式会社

九州バ ン ドー株式会社

■製造関係会社

福丼ベル トエ業株式会社

バ ン ドー精機株式会社

ビーエルオートテック株式会社

バンドー ショルツ1朱大会社

■その他サービス関係会社

卜tlt市豊1ら К月■1央逆2丁目2■22け  〒06・ no2o
■L(01D8512146 =ヽ (011)82∞

"福島県いわきi評字受谷町4丁日6番地13 〒97● 8∞ 1
TII L(0246)222● 6 FAN(246)213767

1:京 .・ l中央区築炒 丁日3番4号 (築jt第一長岡ビル,〒 1(■0■ 5
TEL(03)3544 811l FAX(m)3548118

lt京卸
'中

央え束日本格2丁目27番 1号  〒1030004
π L⑩03861■ 1l mx(“ ,38“■79
東京卸
'台

■κ晰 2T月 19■6,(■ 1柳橋ビル)〒 1110%2
TII L(03)38653644 FAX(∞ )386"6∞

=口
県富J「FI,El,3丁月2番19け 〒,30α 31
TELω 7“)512525 mX(● 64)513148
人lFlit川区西Ⅲ島6,日 1耐1号 (新大阪ブライムタワー,〒 533Ю n
TEL(00480●3058mよω04“

“

m5
11戸 1浜暉区111週 3「月3予 17,バントー,ルーラファクIリー‖li,〒65螂3
TEL(078)65256, FAX(078)6525670

福岡市束1多の汁lT日 4番2, 〒813∞ 34
TEL(ω2)6222875 =R(02)22880

:ヽ丼県MI市 ド江守口123学山イιl番地7 〒9138037
TEL(0776,3“ 100 =S (07?6)3“038

11戸市兵嗜К月和迎2丁目2番 15号 〒
“

20田 3

TEL(Om)“ lo512 FAX(078'6822601

‖,il,兵 11区明和迪31日3番 1,号 (バンドーグループファクトリー|1戸 ,〒

““

:8
~EL(Om)田

261l FAN(078)6S22614

兵|:県 ll,古川市T岡呵|1字 コモ池のf1648番地 〒67,0104
TIメ om)9433%3 FAN(078'9(H61

パシF― ドレーディング株式会社

バ ン ドー興産株式会社

西 兵 庫 開 発 株 式 会 社

(千草カン トリークラフ)

神,1,中央区港島南町4「口6苺6号 〒
“

00047

TEL∞ m)3"22引 FAN⑩ 70 30″ 254

11戸市兵障X,11通 3T日 3番 1■ (バンドーカι―ブファクトリー融J,76521螂

TELo口 )6515353 mX゛ 70651974

兵庫県宍粟li千

“

町鷹楽2■ル  〒6713212
■じ 790703333 =嶽(OηO)763310

海外関係会社
北米地域

〈Corporab or oe)
1149麒、st Bヮ n Mawi lasca lino s 60143 U S A

〈Bowln9 Green Plant〉
2720 P oneer Dlve Bowing Green Kentucky 42102 U S A

欧州地域
Bando Ben Manufactuang(T。 子key),■ c

鼎瑞鷺』『』熙
`::計

用集ど
bZe。りan o Sana1 3d9oЫ

Bando E● 7●Oe CmbH
Kreio der Stね sse 671 41066 Moenoheng adbaoh GERMANY

槻T器盤電機b認田:器認駆綸四
d t Ctte Fほ c̈レyは

アジア地域

7304S。■99o卜 Dong Danwon k● Ansan Ci呼 Ky。。9k Do REPUBLIC OF KOREA
(4BA705 Sh hwa ndus Zone MechatЮ ncs Compex)

牲 鬱 ∬ 鴇 [棚
k認
寵 翼 :313酔

Gwng smO Namユ REPuBttc oF KOREA

Dando Bet(■ lani n)C。 ,Ltd
No 37o(Ha Ton9 Avenue TEDA T aⅢ  n 300457 CHINA

Bando Manufa● lu"ng(Shanghaり Co,Ltd

Fme Trade Zone Pudoo9 D slct Shangha cH NA 200137

B● ndo MBnulBctu‖ng(Dongguan)c。 ,Lt0

Do■9Guan CtyGuangDong Prov nce cHINA

Room 2210 Shun T●k Centre AestTowo1 200 Connao9hi Road Cent● 1

Phl ppine Bet Manufoctuang c。 ,p
2nd F ooi S emkang 8o10 n0 280 282 Dasmalnas a`。 el B nondo
Manla 1099 PH LIPPINES

Bando Manufaotu",9「 h」 hnd)L!d
477 Moo 4 So Watbangp a T.mbo 3ankao Amphur Muang Samutsakoln

Penge:oaran Gotah Bando(Ma!aysta)Sdn 3hd
N。 2 Jalan So,9kan9 3atu 22 Kula181000 Kulalaya Joh。■:ИAIムYSIA

No 2 Jaan Sengkan9 Bato 22 Kua 81000 Ku alaya Uoh。
「
MAttYSIA

Bando(Singapo,e)Pto Ltd
3C T● h Guan Road East■ 05 01 SINGAPORE 603832

UI Gttah Tun99a Ke PaSluaya KeO」ali Uwu■ 9 Tangeran9 15135 1NDONESIA

Bando lnd● PVI Ltd
P ot No 255 Seolor7 1mt Manesar Gurgaon 122050 Ha"ana ND A
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